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第４４７回南国市議会定例会会議録 

第２日　　令和８年６月16日　　火曜日 

 

　　　　　　出席議員　   　 　 

　　　　　１番　斉　藤　正　和　　　　　　　　　２番　松　下　直　樹 

　　　　　４番　西　内　俊　二　　　　　　　　　５番　溝　渕　正　晃 

　　　　　６番　山　本　康　博　　　　　　　　　７番　斉　藤　喜美子 

　　　　　８番　杉　本　　　理　　　　　　　　　９番　丁　野　美　香 

　　　　１０番　西　山　明　彦　　　　　　　　１１番　神　崎　隆　代 

　　　　１２番　植　田　　　豊　　　　　　　　１３番　西　本　良　平 

　　　　１４番　山　中　良　成　　　　　　　　１５番　岩　松　永　治 

　　　　１６番　土　居　恒　夫　　　　　　　　１７番　有　沢　芳　郎 

　　　　１８番　前　田　学　浩　　　　　　　　１９番　岡　崎　純　男 

　　　　２０番　浜　田　雅　士　　　　　　　　２１番　今　西　忠　良 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

　　　　　　欠席議員 

　　　　　３番　松　本　信之助 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

　　　　　　出席要求による出席者 

　　市　　　　　長　　平　山　耕　三　　　　副　　市　　長　　渡　部　　　靖 

　　副　　市　　長　　岡　崎　拓　児　　　　参事兼財政課長　　溝　渕　浩　芳 

　　参事兼企画課長　　田　所　卓　也　　　　情報政策 課 長　　徳　平　拓一郎 

　　危機管理 課 長　　野　村　　　学　　　　税　務　課　長　　北　村　長　武 

　　市　民　課　長　　藤　宗　　　歩　　　　子育て支援課長　　高　野　正　和 

　　長寿支援 課 長　　内　村　達　也　　　　保健福祉センター所長　　弘　田　明　平 

　　こども家庭センター所長　　松　岡　千　左　　　　環　境　課　長　　吉　本　晶　先 

　　農林水産 課 長　　川　村　佳　史　　　　農地整備 課 長　　岡　﨑　辰　彦 

　　商工観光 課 長　　山　﨑　伸　二　　　　建　設　課　長　　山　﨑　浩　司 

　　地籍調査 課 長　　横　山　聖　二　　　　都市整備 課 長　　篠　原　正　一 

　　住　宅　課　長　　伊　藤　　　恒　　　　上下水道 局 長　　細　木　玲　次 
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　　　　　　　　　　　竹　村　亜希子　　　　福祉事務 所 長　　天　羽　庸　泰 

　　教　　育　　長　　竹　内　信　人　　　　学校教育 課 長　　池　本　滋　郎 

　　生涯学習 課 長　　前　田　康　喜　　　　　　　　　　　　　藤　田　佳　子 

　　　　　　　　　　　森　本　卓　哉　　　　消　　防　　長　　三　谷　洋　亮 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

　　　　　　議会事務局職員出席者 

　　事　務　局　長　　野　口　裕　介　　　　次　　　　　長　　門　脇　智　哉 

　　書　　　　　記　　三　谷　容　子 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

　　　　　　議事日程 

　　　　　　　　令和８年６月16日　火曜日　午前10時開議 

第１　一般質問 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

　　　　　　本日の会議に付した事件 

　　日程第１　一般質問 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

　　　　　　午前10時　開議 

○議長（西本良平）　これより本日の会議を開きます。 

　この際、４月１日付で新しく管理職になられた方に御挨拶をいただきたく、許可いたします

ので、御挨拶を願います。内村長寿支援課長。 

　　　　　　〔内村達也長寿支援課長登壇〕 

○長寿支援課長（内村達也）　おはようございます。 

　４月１日より長寿支援課長を拝命いたしました内村達也です。 

　本日は貴重な時間の中、発言の機会をいただけましたこと、西本議長をはじめ議員の皆様方

に心より感謝を申し上げます。 

　人口減少と高齢化が進む中、長寿支援課が担当します後期高齢者医療制度や介護保険制度

は、住民の皆様の暮らしを支える重要な基盤となっています。医療・介護ニーズの多様化や担

い手不足、制度の持続可能性の確保など多くの課題がある一方で、住み慣れた地域で安心して

暮らせる地域づくりが求められています。必要な方に必要な支援が届くよう、関係機関と連携

しながら制度運営に努めてまいります。課員一同、住民の皆様にとって分かりやすい情報提供
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や相談支援など、誠実かつ丁寧な対応を心がけてまいります。 

　議員の皆様の御意見、御提言を真摯に受け止め、笑顔あふれる南国市の実現に取り組んでま

いりますので、御指導、御鞭撻を賜りますようお願い申し上げまして、新任の挨拶とさせてい

ただきます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

○議長（西本良平）　岡﨑農地整備課長。 

　　　　　　〔岡﨑辰彦農地整備課長登壇〕 

○農地整備課長（岡﨑辰彦）　皆さんおはようございます。 

　本年４月の人事異動により農地整備課長を拝命いたしました岡﨑辰彦と申します。 

　本日は貴重なお時間をいただき、発言の機会をいただきましたことを、西本議長をはじめ議

員の皆様に厚くお礼を申し上げます。 

　現在農業を取り巻く環境は、農業資材の高騰や農業従事者の高齢化と減少、それに伴う遊休

農地の増加といった課題に直面しています。これらの課題に対処するためには、効率的な農地

利用と持続可能な農業の推進が必要と考えています。 

　農地整備課としまして、その対策の一つとして、国営圃場整備事業による農地の大区画化

や、農道、水路の拡幅整備を進めることで優良農地を確保し、農作業の効率化を図ります。さ

らに地域の担い手への農地の集積を促進し、併せて高付加価値の農作物の導入や産地化を推進

することで、地域の農業や農地を守っていきたいと考えています。地権者や耕作者の皆様に、

整備してよかった、未来に残していけると思っていただける農地をつくっていけるよう、地域

の圃場整備工区運営委員の皆様や土地改良区、ＪＡ、国、県などの関係機関の皆様と連携し

て、課員一同努力いたします。 

　議員の皆様には、御指導、御鞭撻のほどを賜りますようお願い申し上げて、新任の挨拶とさ

せていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

○議長（西本良平）　伊藤住宅課長。 

　　　　　　〔伊藤　恒住宅課長登壇〕 

○住宅課長（伊藤　恒）　おはようございます。 

　本年４月１日付で住宅課長を拝命いたしました伊藤恒と申します。 

　住宅課の事業としましては、市営住宅の管理、空き家対策、公共工事の管理、監督による公

共建築物の整備、地震や災害の危険性に対する計画的な住宅改修の推進などがございます。そ

れらの事業を通して、市民の皆様の安心で安全な住環境整備を推進できますよう、微力ではご

ざいますが取り組んでまいります。 
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　議員の皆様方には、御指導、御鞭撻を賜りますようお願い申し上げまして、新任の挨拶とさ

せていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

○議長（西本良平）　細木上下水道局長。 

　　　　　　〔細木玲次上下水道局長登壇〕 

○上下水道局長（細木玲次）　皆様、おはようございます。 

　本年４月より上下水道局長を拝命しました細木玲次でございます。 

　上下水道局の業務は、安全で清浄な水を安定して家庭や産業に供給し、感染症予防、火災時

の消火用水供給、地震、集中豪雨のような災害時の命綱の役割を果たし、また下水道による公

衆衛生の向上、公共用水域の水質保全、浸水防除など、ライフラインを支える大きな役割とし

て、市民の皆様によりよい行政サービスを実感いただけますよう、これからも人材育成と組織

活性化を通じて、職員全員が同じ方向を向いて業務に邁進できる職場づくりを目指してまいり

ます。 

　水道事業につきましては、給水人口の減少や節水などで年間有収水量が減少傾向にある中、

石綿管の布設替えや基幹管路施設の耐震化、未普及地の解消など、どうしても投資しなければ

ならない事業があります。そのため老朽管路の布設替えによる有収率の向上や、給水停止等に

よる水道料金の未収対策を引き続き推進し、経営の健全化を図りたいと考えてます。 

　次に、下水道事業及び農業集落排水事業につきましては、汚水未普及地区の整備や排水対策

等、費用対効果を考慮した計画的、効率的な投資を図ります。また、水洗化の促進等に継続的

に取り組み、経営の適正化を図りたいと考えています。 

　つきましては、議員の皆様には御指導いただきますようお願い申し上げて、就任の挨拶とさ

せていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

○議長（西本良平）　藤田監査委員事務局長。 

　　　　　　〔藤田佳子監査委員事務局長登壇〕 

○監査委員事務局長（藤田佳子）　おはようございます。 

　本年４月の人事異動により監査委員事務局長を拝命いたしました藤田佳子でございます。 

　本日は、登壇の機会を与えていただきまして、心より感謝を申し上げます。 

　監査委員事務局は、監査委員が行う監査、検査、審査などを補助する機関として設置されて

おります。行財政の透明性や効率性が強く求められておりますので、監査基準に基づき適正に

かつ有効な監査の実施ができるよう、微力ではございますが、監査委員の下、職務を果たして

まいりたいと思っております。 
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　今後とも議員の皆様の御指導、御支援を心よりお願い申し上げまして、簡単ではございます

が、新任の挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

○議長（西本良平）　森本農業委員会事務局長。 

　　　　　　〔森本卓哉農業委員会事務局長登壇〕 

○農業委員会事務局長（森本卓哉）　おはようございます。 

　本年４月の人事異動により農業委員会事務局長を拝命いたしました森本卓哉と申します。よ

ろしくお願いいたします。 

　本日は貴重なお時間をいただき、発言の機会をいただきましたことを、西本議長をはじめ議

員の皆様に厚くお礼申し上げます。 

　農業を取巻く環境は、担い手不足や高齢化、遊休農地の増加、資材価格の高騰など、大変厳

しい状況が続いております。このような中、地域農業を守り、次の世代へつないでいくため

に、農業委員会の役割はますます重要になっていると感じております。微力ではございます

が、農業委員並びに農地利用最適化推進委員の皆様と連携を図りながら、担い手への農地集

積、集約化、遊休農地の発生防止、解消、新規参入の促進など、農地利用の最適化活動を着実

に進めてまいります。また、現場の声を大切にし、公正かつ円滑な事務執行に努め、地域農業

の振興に少しでも貢献できるよう、誠心誠意取り組んでまいります。 

　今後とも議員の皆様の御指導、御支援を賜りますようお願い申し上げまして、簡単ではござ

いますが、新任の挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

　　　　　　一般質問 

○議長（西本良平）　日程により一般質問を行います。 

　順次質問を許します。10番西山明彦議員。 

　　　　　　〔10番　西山明彦議員発言席〕 

○１０番（西山明彦）　おはようございます。議席番号10番の西山明彦でございます。 

　くじ運よくトップバッターとなりましたので、よろしくお願いいたします。 

　先ほどは、今年度新しく管理職になられた６人の皆さんから決意をお伺いしました。ぜひ南

国市勢発展、そして市民生活向上のために頑張っていただきたいと思います。よろしくお願い

します。 

　それでは早速、第447回令和８年６月定例会の一般質問を一問一答形式で行わせていただき

ます。 
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　今回は、先月総務常任委員会で行政視察を行ってまいりましたが、他の委員会に所属されて

いる議員の皆さんとも情報を共有したいと思いますので、そこで学んできたことを中心に質問

させていただきます。今回私が通告させていただいた質問は、１、人口減少対策、２、防災行

政、３、消防行政の３項目になります。順次質問させていただきますので、御答弁よろしくお

願いいたします。 

　まず、人口減少対策についてです。 

　この問題は、全国的な問題ですが、とりわけ高知県では先月発表された2025年国勢調査の速

報値によると、５年間で４万8,090人減り、過去最大の７％の減少率だったとのことです。そ

の中で南国市の減少率は、県内で最も低かったようですが、それでも2.7％の減少です。 

　そこでまず、人口減少対策として移住促進について質問します。 

　市政報告によると、昨年度から移住促進に関するデジタルマーケティング事業に取り組んで

いるとのことでしたが、ではその取組はどのような取組でしょうか。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　デジタルマーケティングとは、インターネットやＩＴ技術な

どデジタルを活用したマーケティング手法のことで、例えばインターネットでの移住サイトの

検索履歴や動画広告の視聴履歴などから、移住希望者等の趣向や興味関心のある情報を捉え、

その人に対して移住イベント開催などのデジタル広告を配信するなど、様々な手法がございま

す。昨年度、本市では関東、関西在住の34歳以下の移住サイト閲覧者、就活サイト登録者、ま

た南国市在住者の若年層をターゲットに、本市の移住に関する補助制度等の情報を年末年始の

タイミングで発信したところでございます。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　今回、総務常任委員会では、滋賀県米原市にお邪魔して移住促進につ

いてお話を伺ってまいりました。 

　米原市は、御承知のとおり、琵琶湖の東岸に位置して新幹線が止まる市として知られてま

す。けれども、人口は減少傾向で、年間300人から400人減少が続いているということのようで

す。今年５月１日現在３万6,344人ですけれども、そういった中で米原市では移住促進対策と

して新幹線が止まることを前面に出して、大都市、京都、大阪、名古屋への通勤が可能な場所

ということで新幹線通勤補助金という制度をつくっているとのことです。また、空き家対策に

力を入れており、空き家バンクの取組が行われています。 

　南国市でも空き家バンクなどの取組が行われていますけれども、そこでまず空き家の活用に
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関することから質問に入っていきます。 

　本市の空き家バンクについては、どのような方法で空き家の登録を行っているのでしょう

か。対象となる空き家の選定方法など、登録に向けての取組をお伺いします。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　空き家バンクにつきましては、民間事業者の経営に影響を与

えないよう、原則として民間事業者が取り扱わない物件を登録対象としております。空き家が

固定資産課税台帳に登録されていることや、登記名義人が全員生存していることなどの条件が

ございますが、登録希望者から登録申請の提出がありましたら、状況に応じて現地調査を行

い、登録が適当であると認められた場合、空き家バンクに登録することとしております。 

　空き家バンクを設けた当初には、中山間地域に説明に伺い、地域から空き家の情報提供もあ

りましたが、現在は登録に向けた取組は市ホームページへの掲載以外は特に行っておりませ

ん。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　登録に向けた取組は特に行っていないということですが、では空き家

バンクの登録数、そして移住につながった件数をお伺いします。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　空き家バンクの登録数は、平成28年度から令和３年度までで

延べ９件で、内訳としましては売り物件が１件、貸し物件が３件、空き家活用住宅への移行が

３件、取下げが２件となっております。現在は登録物件はございません。移住世帯数などは把

握できておりませんが、７件の空き家が利用されましたので、効果はあったと考えておりま

す。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　登録件数そのものが少ないですけれども、現在登録物件はないという

ことで、登録に向けた取組も行ってないということは、空き家バンクの取組は行ってないと同

じじゃないかなという感じがします。 

　ところで、南国市には空き家バンクのほかに、空き家を市が修繕して移住希望者などに貸す

空き家活用住宅事業という制度がありますが、この２つの制度の違いをお答えください。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　空き家バンクは、バンクに登録された空き家の所有者と移住

希望者が不動産事業者を介し契約するものでありますが、空き家活用住宅事業は空き家を市が
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借り上げ、リフォームを行った上で移住希望者や子育て世帯に貸し出すというものでありま

す。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　空き家バンクの実施要綱では、登録の対象を南国市内に存することと

して所在地の限定はしてませんけれども、現実には民間業者が取り扱わない空き家に限って登

録しているということでしたけれども、平野部については専門の業者に任せているということ

だと思いますが、空き家バンクにしろ、空き家活用住宅事業にしろ、空き家の所有者との調

整、そして何よりも南国市への移住を希望されている方とのマッチングが必要になると思いま

す。そのあたりの対応、とりわけ移住希望者とのマッチングはどのようにしてるんでしょう

か。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　現在空き家バンク、空き家活用住宅ともにストックがありま

せんので、移住希望者には不動産事業者の一覧表をお渡ししております。 

　現在、空き家バンクには登録はなく、空き家活用住宅につきましても、調査の結果、中山間

地域において新たに活用できる空き家はない状況でございます。 

　既存の空き家活用住宅につきましては、お試し住宅を含めて現在３棟空いており、前居住者

の退去後の修繕、清掃等が完了次第、市ホームページにて入居者を募集する予定であります。

応募が多数ある場合は、同居予定の世帯員数や子供の数に応じて利用者を決定することとして

おります。 

　空き家と移住希望者とのマッチングとしましては、市ホームページの周知による移住希望者

からの問合せによるものとなっております。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　件数といい、非常にあまり取組がされていないような感じがするんで

すけれども、米原市の取組ですけれども、米原市では移住希望者が空き家をリフォームする場

合に上限100万円のリフォーム助成を行っているとのことでした。 

　では、南国市では空き家のリフォームに対する補助制度はどうなっているでしょうか。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　本市には、移住希望者等が利用できるような空き家向けのリ

フォーム補助制度はございません。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 



- 29 -

○１０番（西山明彦）　リフォーム助成もないということで、ところで空き家活用住宅事業の

要綱では県外の移住希望者が短期間南国市に住んでみる、いわゆるお試し住宅の制度がありま

すが、このお試し住宅についてはどのような状況か、対象物件数とその後移住につながった件

数について、把握している範囲でお答えください。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　お試し住宅につきましては、現在大埇に１棟ございます。利

用期間は、１か月以上６か月以内、利用料は敷金は別として月額４万円となっております。 

　現在利用はありませんが、これまでの利用実績としましては令和元年度から現在までで６件

となっており、そのうちお試し住宅を利用後、南国市内に転居された事例は２件ございます。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　お試し住宅は大埇の１棟だけということで、私の近所だと思いますけ

れども、それでもそれなりに２件が移住につながったような感じですので、効果はあったのか

なというふうには思います。 

　ところで、米原市では移住して起業を考えておられる方がシェアオフィスに改修する場合

に、その改修費用に対する補助制度もあります。南国市の取組はどうなっていますか、実績が

あればお答えください。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　シェアオフィスでの起業を考えておられる方への補助制度とし

ては、移住者に限らず本市の中心市街地のうち市の指定する区域において、シェアオフィスの

開設が中心市街地の活性化と地域のにぎわいの創出を図る創業事業となり得る場合には、中小

企業振興事業費補助金における中心市街地活性化事業の活用も考えられるところでございま

す。 

　なお、中小企業振興事業費補助金における中心市街地活性化事業において、シェアオフィス

への改修への補助実績はないものでございます。 

　また、施設改修を主目的とした補助制度ではございませんが、東京23区の在住者または東京

圏から東京23区へ通勤している方を対象とする南国市地方創生移住支援金の交付を受けた移住

者が、その交付金を改修に充てることは可能でございます。以上でございます。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　直接的な補助制度はないけれども、他の制度を活用することは可能だ

というようなことだと思いますけれども、米原市では移住を前提に仕事を探しているという問
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合せが結構あるようですので、南国市でもそういった方がいないか、アンテナを張っておく必

要があるのではないかというふうに思います。ここまでは南国市の制度の概要や取組の実績に

ついてお伺いしましたが、実態として取組が非常に弱いというような印象です。 

　ところで、移住を促進するための対象者は、市外、県外に居住の居住者になります。では、

こうした南国市の移住促進対策の取組について、どのようにして周知をしているのでしょう

か。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　基本的には移住ポータルサイトやＳＮＳでの情報発信、また

高知暮らしフェアなどの都市圏での移住相談会に参加し、本市の概要や補助制度等について周

知を図っております。 

　また、昨年度は移住促進デジタルマーケティング活用事業により、デジタル広告を配信し、

補助制度を含めた本市の移住情報の周知を図ったところでございます。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　都市圏での移住相談会には、私も現職時代に行った覚えがあります。 

　ところで、米原市では先ほど紹介したように移住希望者を対象とした上限100万円の空き家

リフォーム補助金制度がありますけれども、この交付要件として自治会活動を理解して、自治

会との間で合意形成することなどが条件とされていました。これは、実際に移住してきた後

に、こんなはずじゃなかったといった移住希望者とのミスマッチを防ぐために、事前に居住予

定地の地元情報を理解していただくためのようです。そのために事前に自治会長との面談など

を調整しているそうです。そして、その取組を行う移住コーディネーターを配置しているとの

ことでした。 

　では、南国市ではこのような移住コーディネーターといった取組はあるのでしょうか。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　米原市と本市では移住促進の補助制度や取組内容は異なって

おりますが、米原市の移住コーディネーターと同じように、移住希望者の相談窓口となる移住

専門相談員を１名配置しております。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　南国市も取り組んでるということで、紹介したような米原市の事業で

すけれども、米原市では移住促進対策を１、住まいの支援、２、仕事、起業の支援、３、子育

て教育の支援というふうに分類して取り組んでいるようです。特徴的だったのが、子育て世帯
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への支援として、18歳以下の子供に係る国民健康保険の均等割について、子育て応援金として

その均等割相当額を支給しているとのことでした。これは何も移住者だけではなく市民全体が

対象ですが、移住を促す施策としては一つの大きな魅力になるというふうに感じました。 

　では最後に、今回私たちの行政視察に同行していただいた企画課長にお伺いします。 

　課長も直接話を聞いてきたので、米原市の取組の内容は理解されたと思いますが、今回米原

市の取組を聞いて特に注目した点、南国市の移住促進対策で取り入れてみたいと思った点はあ

ったでしょうか、お伺いします。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　まず、米原市では、移住促進の取組の年数は浅く、空き家バ

ンクによる空き家活用から発展していったとお伺いしました。空き家に移住者が入るときに

は、自治会長さんとの顔合わせを行っているなど、地域コミュニティの維持を念頭に取り組ん

でいるというところが一番印象に残っております。 

　また、米原市は人口規模的には本市より少なく、米原駅の周辺も少し寂しい印象を受けたと

ころでございますが、新幹線が停車するという強みを生かした新幹線通勤補助制度を設け、米

原市に住みながら名古屋等の都市圏に通勤するというライフスタイルを支援しております。そ

の結果、比較的若年層の高所得者の方を市内にとどめることができていると説明をいただきま

したが、そのような移住の効果の捉え方につきましては参考になったと思っております。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　ありがとうございました。田所課長もきっともっと取り組まなければ

と思ったと思います。 

　市長は、市政報告でこれまで以上に人口減少対策を推進すると述べられました。ぜひもっと

積極的に取り組んでいただくようお願いしておきます。 

　次に、市の宣伝ということについてお伺いしたいと思います。 

　といいますのは、今回米原市を訪問して、対応してくださった職員の皆さんの所属課名がシ

ティーセールス課という名称だったこと、とにかく米原市を外向けに売り出すという姿勢の表

れだと感じました。 

　米原市は、両隣が長浜市と彦根市であって、両市は観光客も多く、米原市が先ほど田所課長

も寂しいというふうな、駅前が寂しいというなことを言われましたが、米原市は滋賀県で唯一

新幹線が止まる市ですけれども、通過点になっているという印象です。これはＪＲの特急が止

まって、高速インターもあり、何より高知県唯一の空港を持つ南国市が、高知市やなはり線を



- 32 -

使って県東部へ行くための通過点になってるのではないかというような状況に似ていると思い

ます。 

　ここで、今回米原市の視察で学んできたのがふるさと納税についてです。 

　米原市では、このふるさと納税の担当課がシティーセールス課ということでした。まさにふ

るさと納税をその本旨である応援したくなる町、市の魅力の発信のツールにしているというこ

とです。 

　南国市におけるふるさと納税の収入は、このところ年間４億円に達するようになってきてま

すが、私自身がそうなんですが、このふるさと納税を市の歳入確保策のように捉えている面が

あって、米原市の対応を拝聴して、とても感心させられました。もちろん南国市をＰＲするた

めに返礼品があるわけですけれども、これまでの取組を見ていると、今日では仲介サイトを運

営する事業者に頼っているんではないかと私は感じています。 

　そこで、お伺いしますが、ふるさと納税の返礼品についてはどのようにして決めているので

しょうか。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　ふるさと納税の返礼品につきましては、国の定める地場産品基

準及び南国市ふるさと寄附協賛事業者募集要領に定める要件に適合するものを返礼品として出

品しています。以上でございます。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　具体的な決め方がよく分かりませんでしたけれども、今国のほうでは

仲介サイトの運営業者への手数料がふるさと納税額の１割を超えておって、本来のふるさと寄

附の目的である市町村の行政サービスに充てるべき財源を圧迫しているということを問題視し

て、業界団体に手数料の引下げを要請しております。 

　そこで、改めてお伺いしますが、南国市ではこの委託料手数料はどのようにして決定してる

のか、いただいた寄附額のどの程度の割合になってるのかお伺いします。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　ふるさと納税仲介サイトの手数料につきましては、その仲介サ

イトでの寄附受入額に利用料率を乗じた金額となっており、仲介サイトごとに異なる利用料率

で契約、申込みしております。また、令和６年度の寄附受入額に対する仲介サイトの手数料の

うち、返礼品の調達費、送付費用を除いた割合は13.7％となっております。以上でございま

す。 
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○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　何かちょっと複雑でしたけれども、13.7％ということで、これは全国

的な平均よりも高いのではないかと思いますが、仲介サイトを活用し始めてからふるさと納税

が増えたという事実もありますので、何とも言えない、痛しかゆしのところというふうに感じ

ます。 

　ところで、市役所の組織機構の検討を担当する企画課長は、直接米原市の話を聞いて、シテ

ィーセールス課といった組織機構をどのように感じたのでしょうか。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　米原市は、過去10年間で人口は約8.2％減少し、令和７年度

には約３万6,300人まで落ち込んでおります。しかし、交通の要衝であるという立地優位性を

生かし、移住・定住施策を積極的に推進しておりました。一般的に自治体の組織機構は人口規

模や産業構造に応じて細分化、また集約化されるものでございますが、米原市ではシティーセ

ールス課が観光も一括して担当しているという点には驚かされました。 

　人口減少が進む地域におきまして、町の魅力を磨き上げることと、それを外部へ発信する部

署の存在は今後ますます重要になってくると感じたところです。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　市長の方針かも分かりませんけれども、もう私が議員になって以降、

住宅課、農地整備課、そしてこども家庭センターと、どんどん課が増えております。国の制

度、政策の問題もあるかもしれませんけれども、以前庁内の機構を担当していた立場から言わ

せていただければ、ただ課を細分化するだけではなく、政策を推し進めるためには部署の集約

も必要ではないかというふうに感じております。あまり増やすと議場の席もないなってきた

と、入るところがないなってきた感じですが、最後に市長にお伺いしますが、ふるさと納税を

市のＰＲのツールとする米原市の取組方を聞いて、どのような感想を持たれたか、そして先ほ

ど紹介した米原市のシティーセールス課を一つの例として庁内の全体の組織機構の在り方につ

いて、市長の考えをお伺いしたいと思います。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　本市におきましては、本年４月からふるさと納税担当課を商工観光課に

移したところでございます。米原市と同様、ふるさと納税は地域経済の活性化や地域の魅力発

信といった政策目的を実現するための手段であると認識しております。今後は本市の魅力を発

信する重要なツールとして、さらなる推進を図ってまいりたいと考えております。 
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　行政の組織機構の在り方につきましては、時代の潮流や市民ニーズの多様化に的確に対応す

るためには、業務の効率化や柔軟性を備えた組織機構へと変遷させていくことが望ましいと考

えております。一方で、本市におきましては庁舎など建物の物理的な制約があるほか、職員採

用やＤＸの進捗状況を慎重に見極めていく必要があると考えています。そのため多様化する業

務に対し、単に部署を増設するような対応にとどまることなく、これらの課題や財政状況など

も総合的に勘案し、持続可能で本市の状況に最も合った最適な組織機構の在り方を検討してい

きたいと考えております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　ぜひ移住促進としては、高知県において交通の要衝と言われ、また県

内では有数の広い平野があるというような地理的に恵まれている状況、さらに歴史的、文化的

な遺産もある、たくさんの有利な要素がありますので、南国市のＰＲをしていく取組を期待し

ております。そのための庁内機構も検討を進めていただきたいというふうに思います。 

　次の質問に移ります。 

　２項目めの防災行政についてです。 

　今回総務常任委員会では、防災の視察として静岡県湖西市にお伺いしてきました。 

　湖西市は、浜松市の西隣で、静岡県の西の端に位置しており、太平洋と浜名湖に挟まれた市

で、南国市と同様に南海トラフ地震が危惧されております。まず、地区防災計画についてお話

をお伺いしたところ、自治会、町内会ごとに作成しており、自主防災会が主体となって策定し

ているとのことでした。 

　そこで、まずお伺いしますが、南国市においては地区の防災計画の策定についてはどのよう

な状況でしょうか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　地区防災計画は、自主防災組織をはじめとする地域住民等が作

成し、それを市町村の地域防災計画へ位置づけることにより、住民による防災活動と行政の防

災活動が緊密に連携できる枠組みをつくることを目的としています。自助、共助及び公助がう

まくかみ合わないと、大規模災害発生後の災害対応がうまくいかないということが東日本大震

災において強く認識されたことを教訓にして、平成25年度の災害対策基本法改正に当たり、新

たに創設されたものです。 

　本市では、172組織の自主防災組織が設立時に防災計画を作成しておりますが、災害対策基

本法に規定する地区防災計画としての作成は、現時点ではできておりません。以上です。 
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○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　南国市では自主防災会が172あって、それらが集まって連合会があり

ますけれども、それは南国市の行政区分で言う地区とは異なっておって、地区計画っていうの

がどういう単位になるのかよく分かりませんけれども、ではその現状の地区防災計画の策定状

況を踏まえて、市としてどのようにして全市へ広げていこうとお考えでしょうか、今後の進め

方についてお伺いします。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　地区防災計画につきましては、本年度高知県を通じて内閣府よ

り地区防災計画作成モデル創出事業の実施団体の募集があったところです。そこで、従前から

地区防災計画作成の希望のありました日章地区で実施するべく応募したところですが、先日６

月４日付で内閣府より本モデル事業に選定された旨、通知がありました。今後この創出事業を

活用して、本市の地区防災計画のモデル計画を作成し、全市に広げてまいりたいと考えており

ます。 

　なお、本モデル創出事業対象地区の自主防災組織では、地区防災計画の作成に当たり様々な

アイデアをお持ちになっておりますので、この取組が自主防災組織の新たな活性化につながる

ことを期待しております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　まず、日章地区でモデル事業に取り組んで、全市に広げていくという

ようなことでしたけれども、湖西市でも地域によって自主防災会の取組に濃淡があるというこ

とでした。そうした状況の中で、湖西市では出前講座を行ったり、策定前にワークショップを

行っているということでした。現状の危機管理課の体制ではなかなか大変かとも思いますけれ

ども、発災時にはそれぞれの地域、地区での近助、共助が重要ですので、支援をよろしくお願

いします。 

　次に、災害ボランティアについて質問します。 

　湖西市では、市内に２つの災害ボランティア団体があるそうです。そして、市の体制とし

て、ボランティア団体受援班があり、共同でボランティアセンターの設置訓練を行っているそ

うです。 

　そこでまず、南国市には災害ボランティア団体があるのでしょうか、把握している範囲でお

答えください。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 
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○危機管理課長（野村　学）　本市での災害ボランティア団体につきましては、現時点ではな

いものと認識しておりますが、高知県においては災害ボランティア団体に関連するものとし

て、本年２月にこうち災害支援ネットワークが立ち上げられたと聞いております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　湖西市では、今年度に新たな災害ボランティア団体を設置して、社会

福祉協議会と共同して訓練を行う予定だというふうに伺ってきました。 

　そこで、お伺いしますが、本市においては大規模災害時における災害対策本部としてのボラ

ンティアの受入れ体制、また運営の在り方などについてはどのように考えて、またどのように

準備を進めようと考えてるのでしょうか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　災害発生時のボランティアの受入れに関しましては、南国市社

会福祉協議会がボランティアセンターを設置し、その運営を担うこととなっております。 

　本市では、その実効性を担保するために、南国市内に災害が発生した場合における協力体制

に関した南国市災害ボランティアセンターの設置運営等に関する協定を南国市社会福祉協議会

と締結しております。また、本市の災害対策本部の体制としては、受援全般の業務を担う後方

支援チームがボランティアセンターの開設要請や連絡調整を行うこととしております。以上で

す。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　社会福祉協議会が担うということで連携が大切だと思います。 

　では、ボランティアの受入れに向けての訓練などは計画されているのでしょうか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　ボランティアの受入れに関する訓練等につきましては、毎年南

国市、香美市、香南市の３市の社会福祉協議会が合同で、災害ボランティアセンターとは何か

という講義と併せて受入れの模擬訓練を行っております。開催年により対象者の若干の違いが

ありますが、社協の職員、行政職員、民生児童委員、地域の方など、幅広く対象として実施さ

れております。 

　本市でも危機管理課職員をはじめ、後方支援チームを担う総務課職員もこの訓練に参加し、

災害時ボランティアセンターの理解を深めております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　発災後、応援に来てくださる多くのボランティアの方々もいらっしゃ
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ると思います。自衛隊や消防関係といった行政関係の方もいると思います。各地に散らばった

被災者、避難者の要望などとの結びつけ、マッチングに苦労されたという話をよく耳にします

ので、せっかく来てくださったボランティアの皆さんがスムーズな活動ができるように、あら

ゆる状況を想定した準備をよろしくお願いします。 

　次に、被災者の生活について質問します。 

　先ほど地区防災計画についてお伺いしましたが、地区防災計画は防災という観点とともに、

とりわけ避難生活を含めて発災後に住民が生活を営むための備えが重要だと思います。避難所

との関係も出てくると思います。私の住む大篠地区では、大きな公的施設の指定避難所として

大篠小学校、香長中学校、高知東工業高校とかがあり、また地域交流センターＭＩＡＲＥ！も

あります。避難所運営については、マニュアルができていると思います。 

　そこで、避難所についてお伺いをしますが、市が避難所として指定している避難所はどんな

状況でしょうか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　南海トラフ地震等、全市的な被害を受ける可能性のある大規模

災害を想定した避難所としては、現在小中学校や高等学校、公民館等の公立の施設の指定と併

せて地域の所有する地域集会所などと協定を結び、合計59施設を指定避難所として指定してお

ります。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　地域で所有する地域集会所などがあるということですが、それらの運

営についてはそれぞれに任せることになると思いますが、発災後の行政からの支援については

どのように考えているのでしょうか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　南海トラフ地震等、突発的かつ大規模な災害が発生した際に

は、市有、民有を問わず、まずは指定避難所が立地する自主防災組織等を中心として避難所の

開設や避難者の受入れを行っていただく必要があります。現在そのための各避難所の運営マニ

ュアルを作成し、順次避難所開設訓練等も実施しているところです。 

　災害対策本部としては、指定避難所のみならず、車中泊避難者や自主開設避難所を含め、各

地域の避難状況を迅速に把握することとしております。その上でそれぞれの避難所や地域に対

し、必要な人的、物的支援を実施することとなります。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 
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○１０番（西山明彦）　ありがとうございました。 

　先日、大篠保育園の方から、大篠保育園も避難所に指定されているという話を伺ってきまし

た。園のほうでは、園児もいる中で外からの受入れはなかなか大変だということで、ただ市と

詰めた話ができていないということを言われていました。そのような指定避難所がほかにもた

くさんあると思います。そのあたりの対応をよろしくお願いしたいというふうに思います。 

　南海トラフ地震をはじめとして、大規模災害発災後の避難については、津波避難タワーや指

定避難所などの施設的には整備が進んできている。また、設備についてもマンホールトイレや

トイレカーをはじめ、備蓄品を含めて順次整備が進められています。さらにはそれぞれの地域

で自主防災会が市からの助成を受けながら、部落公民館などでの機材や備蓄品の整備を進めて

います。けれども、助成額が単位自主防に年間１万円と非常に額に不満があります。そのため

私はこれまでにもその増額を求めてきましたけれども、なかなか前進していないということで

す。 

　私の地元の防災会では、防災井戸を整備しました。これへの助成も求めましたが、結局地元

負担となりました。また、現在トイレ関係として毎年少しずつ排せつ物の凝固剤を買いそろえ

て、公民館に備蓄していますけれども、何せ600を超える世帯数ですので、大変な数と金額に

なります。トイレカーなど大きな機材の整備ももちろん大切だと思いますが、金額的な財政面

からいえば、それぞれの自主防災会への助成の額をもう少し増やしてもよいのではないかと思

います。現在172ある自主防災会に対して、１万円を５万円にしても予算的には数百万円であ

り、たった１台のトイレカーを全市的にどのように使うのか知りませんけれども、それ１台の

価格と比べて、防災、そして復興に向けて、大切な地域での取組を支える上では必要かつ有効

な予算ではないでしょうか。 

　そこで、改めてといいますか、再度要望しますけれども、自主防災会への助成金額を増額し

ていただけないでしょうか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　自主防災組織が担う共助の重要性は、危機管理課長として強く

認識するところであります。しかしながら、現在172組織の自主防災会がある状況で、補助金

額を増額することは財政的な大きな負担につながることが想定されることから、現状では難し

いと考えております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　なかなか財政的に難しいと言いましたけれども、自主防に助成が何百
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万円か増やすのが、市の予算として本当に大きな負担になるのかというような問題になると私

は思います。 

　先ほどトイレの話、排せつ物の凝固剤の話をしましたが、年間１万円の助成では600を超え

る世帯を抱えている私の地元ではとても追いつきません。もっと大変なところもあると思いま

す。世帯数人口に応じた助成額の増額などは考えられないものか、財政の問題もありますの

で、危機管理課長では答弁に限界もあると思いますので、市長にお答えいただきたいと思いま

すが、自主防災会への助成の増額について、世帯数に合わせて考えるなど、方法、在り方も含

めて、市長、検討していただけませんでしょうか。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　南海トラフ地震など大規模災害発生時には、自助、共助、公助のそれぞ

れの役割をしっかり果たすことが求められます。特に発災直後は行政の支援が届きにくい中

で、共助に基づく助合いが住民の命を守るために非常に重要なこととなります。 

　西山議員の地域の防災会では、共助の事前の取組としまして防災井戸の整備やトイレ凝固剤

の備蓄を進めていただいておるということでございまして、感謝申し上げる次第です。 

　今御提案ありました自主防災組織への補助金につきましては、有効に活用いただくことによ

り地域の防災力向上につながると認識しておりますし、共助の取組の後押しをするものである

というようにも考えております。危機管理課長が申し上げましたとおり、財政的な課題という

のはありますが、ぜひ西山議員の提案も含めて、補助金の設定につきましては検討もしてみた

いというように思います。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　ありがとうございました。少し前に向いたかなというふうに、市長の

答弁を聞いて感じました。ぜひよろしくお願いします。 

　ところで備蓄品その他の飲食物について、民間業者との協定などは結ばれていますか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 

○危機管理課長（野村　学）　本市では、現在食料、飲料水、生活必需品等の物資供給協定と

して20の企業と災害協定を締結しております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　それはどのようにして供給されるのでしょうか。また、供給されたも

のをどのようにして被災者、避難者のところへ届けるようにしているのでしょうか。 

○議長（西本良平）　危機管理課長。 
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○危機管理課長（野村　学）　物資協定に基づく流通備蓄につきましては、発災時に市の要請

に基づき、可能な範囲で食料等の供給を行うものであり、状況に応じて相手方と物資の引渡し

場所を決定し、受渡しを行うこととなっております。一方、県、国によります公的備蓄につき

ましては、本市で定める物資配送拠点に一旦配送、集積されることとなっております。 

　いずれの場合においても、受渡し場所、あるいは物資配送拠点から必要に応じて指定避難所

などへ供給することとなります。具体的な方法等につきましては、本市で作成しております南

国市物資配送マニュアルに基づき、実施されることとなります。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　必要な物資を調達も含めて配送まで、とても大切なことですので、よ

ろしくお願いします。 

　実は私が住むところの町内会では、町内にあるドラッグストアと物資を優先的に購入させて

いただくような覚書を結んだりもしております。やはりそこでも災害ボランティアの方々の協

力も必要になってくるのではないかなというふうに思います。 

　ところで、今回の行政視察で伺ってきた湖西市での取組の中で、特に被災者の居住について

話をお伺いしてきましたけれども、発災後の一時的な避難については徐々に整備も進んでいる

と思います。けれども、その後の長期的なスパンでの被災者の生活、とりわけ居住先などにつ

いてはまだまだこれからの対応になってくるというふうに思います。やはり復興の中でも最も

重要なのは、被災者が生活する拠点、居住の問題だというふうに思います。 

　そこで、お伺いしますが、想定される仮設住宅の数とその仮設住宅の建設用地の確保につい

て、現在の状況はどうなっているのでしょうか。 

○議長（西本良平）　住宅課長。 

○住宅課長（伊藤　恒）　平成28年10月に策定されました南海トラフ地震応急期機能配置計画

において、仮設住宅の必要戸数及び建設用地について明記しております。必要戸数は、Ｌ１想

定で1,009戸、Ｌ２想定で5,446戸であり、必要な建設用地につきましてはＬ１想定で５万

8,000平方メートル、Ｌ２想定で50万1,700平方メートルであります。建設用地の確保状況につ

きましては、実際の発災状況にもよりますが、計画上では小中学校の運動場をはじめとして

27万1,051平方メートル、2,695戸分の市有地を確保しているものの、Ｌ２想定の54％程度にと

どまっております。 

　本年３月に県が南海トラフ地震の被害想定を見直しており、必要戸数なども見直しが必要で

はありますが、現時点ではこのような状況でございます。 
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○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　新しく課長になられた伊藤課長、どうもありがとうございました。危

機管理課長が答えるかと思ったら住宅課長だったようで、なかなか仮設住宅の建設用地の確保

も大変だと思います。視察してきた湖西市では、いわゆるみなし仮設住宅、民間の賃貸住宅を

借り上げての対応する方法ですけれども、これについて県からの協力要請によって２つの業者

が湖西市に登録していただいているということでした。 

　では、南国市においては、こうしたみなし仮設住宅については取り組んでおられるのでしょ

うか。取組があれば、その内容をお答えください。 

○議長（西本良平）　住宅課長。 

○住宅課長（伊藤　恒）　現在のところ、みなし仮設住宅につきましては取決めはございませ

んが、応急期配置計画において429戸を借り上げ住宅として活用可能と見込んでおります。こ

の数字は被害想定などを基にした県の試算によるものであり、こちらも被害想定の見直しに伴

い変わってくると思いますが、いずれにしても先ほど建設用地の確保状況を申し上げたとお

り、応急仮設住宅の新設だけでは対応は困難と予想されますので、民間への協力を求めていき

たいと考えております。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　Ｌ２想定で54％というふうな話もありましたけれども、仮設住宅の部

分で、非常に住まいが足りてないと、確保が足りてないという状況ですので、大きな問題だ

と、課題だというふうに思います。大規模災害によって人口の流出が激しいということは、東

日本大震災や能登半島地震など、帰りたくても帰れないということで、各地で大きな問題とな

っております。南国市においては、市民の皆様にできる限り住み慣れたこの南国市に住み続け

ていただけるように、その場所の確保に取り組んでいただきたいと願うところです。 

　最後に、この件、被災市民、市内で避難している市民はもとより、市外に避難している市民

が南国市に帰ってくることができるような居住先の確保について、市長から一言いただきたい

と思います。市長よろしくお願いします。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　住居の確保は、住民の方々の生活再建におきまして最も重要なことであ

ります。応急的な仮設住宅やみなし仮設住宅の確保はもとより、本市におきまして恒久的な住

居を確保し、生活を再建していただくことが市長としての責務であると考えております。 

　令和８年３月に公表されました高知県による南海トラフ地震の被害想定では、本市の建物全
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壊棟数は揺れによるもの１万3,000棟、津波によるもの3,000棟と想定されております。これら

の数字を念頭に、発災時においてまずは応急的な避難所及び仮設住宅の確保、次に住民の方々

の恒久的な住居の確保が迅速に進みますよう、事前復興まちづくり計画の取組と併せて事前の

取組を進めてまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　南海トラフ地震によって、さらに人口減少になるというようなことが

ないように、よろしくお願いしたいというふうに思います。 

　次の項目に移ります。 

　３つ目の項目、消防行政、消防本部の県一化についてです。 

　私たち議員は、この件に関してはマスコミ報道でしか知る機会がないのが現状で、高知新聞

の報道に頼るところです。ちょうど私たち総務常任委員会が行政視察に出る前日、５月12日に

実務協議会の初会合が行われたようで、平山市長も出席されたと思います。高知新聞の記事に

よると、広域連合の設置時期は2028年度のままで、各市町村は2027年度、来年度前半には参加

を判断することになると記事がありました。また、濵田知事は統合の前提となる法定協議会と

広域連合の設置について、来年６月議会までに議決を得るように目指しているということが載

っておりました。最初にこの問題、消防本部の県一化に向けて、現時点での示されているスケ

ジュールについて、改めてお伺いしたいと思います。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　スケジュールとしましては、令和８年度は５月に第１回の実務協議会

及び方面別部会並びに各種専門部会が行われ、広域連合及び法定協議会の規約に関するスケジ

ュール案及び広域連合規約の骨子案が示されました。この検討状況を６月議会終了後に議会の

皆様に御報告する予定となっております。 

　今後は、第２回、第３回のそれぞれの会議の検討内容を９月、12月議会の終了後に報告する

予定となっております。また、早ければ来年の３月議会において、広域連合法定協議会の規約

を議案として提出する予定となっております。 

　県各市町村議会における議会の議決を受けることにより、令和９年度の７月に消防広域化実

務計画協議会（法定協議会）の設置、年度末の広域連合の分賦金予算の議決を経て、令和10年

度当初より広域連合を設置する予定となっております。 

　消防本部の統合時期については、まずは県が推奨する一次統合（指令業務以外の統合）を早

ければ令和11年度に全県一斉に統合を行い、給与制度、階級制度、勤務体制、処遇の統一等を
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段階的に推進する。また、一斉統合ができない場合でも、方面本部単位及び市町村単位で段階

的に統合し、遅くとも指令システム整備が完了する２次統合の令和16年度までには、全ての統

合を完了するとしております。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　我々議会には、今後本議会終了後、そして９月、12月、それぞれの定

例会後に説明会があるというようなことですけれども、早ければ来年の３月議会に法定協議

会、広域連合の規約についての議決が必要ということです。それらの設置についての可否を判

断しなければならなくなってきますけれども、現時点での情報量では責任ある判断はとても難

しい状況です。 

　ところで、消防職員に関することですが、採用や配置の在り方、また処遇について、若干の

新聞報道はありますけれども、もっと具体的に県からどのように説明されているのでしょう

か。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　採用や配属の在り方については、広域連合の人材確保事業として先行

的に共同募集及び共同採用を行うことや、成績順で希望を優先して配属先を決定してはどうか

としております。 

　南国市では、例年採用者の10倍程度の応募がありますので、倍率だけを見ますと、共同募集

することで倍率が下がることが予想されます。また、職員の処遇については、当面は多様性尊

重に軸足を置き、１次統合時点では必要最小限の均一化を図った後、消防指令システムの共同

化等により処遇均一化のための所要財政確保のめどを立てることと並行して、残る均一化の課

題解決を検討しますとしております。また、昇給、昇格、各種手当については、各消防本部で

基準が異なっておりますが、今後のワーキンググループ等で検討がなされるとしております。

以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　高知新聞の報道でも触れてましたけれども、今の答弁でも成績順に配

置先の希望を優先するというようなことのようですけれども、今回の県一消防の狙い、目的

は、人口減少の中で東西の郡部での消防職員の確保、充足率の維持が困難となってきている状

況で、それへの対応、解決策であろうと思います。ところが成績順に配置先の希望を優先する

というようなやり方では、郡部の問題解決につながるのかと疑問に感じます。 

　また、新聞報道では、消防署の体制を３交代にすると計画があるというようなことが載って
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おりました。南国市消防がそうでしたように、２交代制を３交代にするにはさらに多くの消防

職員が必要になります。さらに賃金面では、基本的には均一化するようで、今後のワーキング

グループで検討するということでしたけれども、高知新聞の報道では高知市の水準に統一する

というふうにありました。そして、５月27日付の高知新聞では、県の危機管理部長は市町村消

防の原則から人件費の支援はできないと言われたということです。そうなると、高知市以外の

市町村には相当な負担金、分担金が求められると思われて、大きな財政負担がのしかかってく

るのではないかなというふうに思います。今後の財政的な試算が、統合参加の大きな判断材料

になってくるのではないかと思います。 

　次に、その話ですが、消防本部と５つの方面本部の体制について、指令システムなどを含め

てどのような説明がされているのでしょうか。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　南国市は、消防署以外に中央東方面本部として業務を行う計画となっ

ております。消防署職員のほかに方面本部職員が配置されます。方面本部の役割等について

は、今後のワーキンググループ等において議論してはどうかとしております。 

　指令システム等の統合については、令和16年度当初において県一での共同運用を開始すると

しております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　統合すれば本部職員が減らせるというような話でしたけれども、各方

面本部にも本部職員が配置されるということで、本部職員の数がどれだけ減らせられるのかよ

く分かりませんけれども、これも今後のワーキンググループでの議論というようなことで、決

まってないことばかりだと思います。 

　ところで、消防団との関係についての説明はされているのでしょうか。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　消防団に関する事務は、現状市町村からの委託等により消防本部が担

っている場合が多いことを踏まえ、広域化後も引き続き広域連合が市町村から事務を受託でき

ることとし、市として消防署所において業務処理に当たることとしております。 

　また、広域連合が受託する事務の範囲については、現行15消防本部で行っている事務の範囲

がそれぞれ異なるため、各市町村と消防本部とで事務分担を明確にした上で広域連合に引き継

ぐものとしております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 
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○１０番（西山明彦）　ちょっと分かりにくいですけれども、南国市の場合、今現在は単一の

消防本部で消防団との連携がうまく取れておりますけれども、事務を広域連合に引き継ぐとい

うようなことで、今のような消防団との緊密な関係がなかなか維持できなくなるのではないの

かなというふうに思います。 

　ここで総務常任委員会での視察ですけれども、消防本部の県一化が早くから進められてきた

奈良県で、奈良市とともに県一化に参加していない生駒市にお伺いして、話をお伺いしてきま

したので、その報告をします。 

　生駒市は、県北西部に位置して、京都府や大阪府と隣接するとともに、県庁所在地奈良市の

西隣にあり、人口は12万人で県下３番目ということで、人口規模は別として南国市と条件的に

よく似ているというふうに思います。奈良県の場合、奈良市がいち早く不参加を表明したよう

で、生駒市も早い段階で不参加を表明したそうです。当時の生駒市長は、現在奈良県知事にな

ってるということでした。その当時の生駒市長の広域化に参加しない理由としては、市の財政

負担が年間１億4,000万円増えるという試算が示されていて、それに見合うメリットが見えな

いというのが最大の理由だったようです。また、奈良市が入らないのなら広域化に参加する必

要はないということ、さらには初動態勢や２次出動に対する補完体制などについても、広域化

のメリットが限定的だということも判断されたようです。 

　また、その広域化に参加していないことによるメリット、デメリットについてお伺いしまし

たが、メリットとしては、第１に市長部局、また消防団、市民団体との強固な連携体制が堅持

される、２つ目に地理的要因に応じた消防力の配置が維持される、３つ目に地域ニーズに応じ

た消防サービスの提供、そして４つ目に広域化発足による財政負担、経常的な財政負担が抑制

できるなどが挙げられていました。一方でデメリットについてお伺いすると、デメリットにつ

いては通常災害時対応におけるデメリットはないと断言されておりました。 

　以上が生駒市への行政視察の大まかな報告です。 

　ここで質問に戻りますが、市長は市政報告で消防本部の統合については多くの課題があると

考えていると言われました。 

　そこで、市長にお伺いしますが、高知県においてはその後のあり方検討会や部会、さらには

先月12日に開かれた第１回の実務協議会で、このような中で市長は南国市としての質問、意見

は出されているのでしょうか。出されているのなら、その内容をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　これまでの広域化の議論として私が一貫して質問していることは、南国
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市としての財政負担がどのようになるのかという疑問に対しまして質問してきたところでござ

います。県が示した試算では、経常経費や指令システム等の追加・臨時的経費を合わせた令和

９年度から令和22年度までの14年間は、単年度で5,621万1,000円の節減効果が見込まれるとし

ておりますが、令和13年度から緊急防災・減災事業債があることが前提での試算となってお

り、県に廃止されたときの代替となる財源の確保等もそういったことを質問してきたところで

あります。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　市長もやはり財政負担の問題をすごく気にしておられるということで

すけれど、県のほうでは五千六百何がしの節減効果が見込まれるというような説明ですけど

も、それは緊防債が前提になっているということで、非常に現時点では将来的には不透明感が

拭えないということを感じます。 

　ところで、話が変わりますけれども、４月24日付の高知新聞に消防広域化、県権限強化をと

いう見出しの記事が掲載されていました。それによると、濵田知事が消防庁の大沢長官に政策

提言を行い、消防広域化に向けた県の権限の強化や財政支援を要望したとのことです。その提

言書では、県が強いリーダーシップを発揮できる法律上の権限の付与を提案したようです。内

容は、広域消防の運営計画を作成するため、地方自治法に基づく法定協議会を設置する場合

に、市町村への指示、勧告ができるようにするというようなことです。濵田知事は取材に対し

て、法定協をつくるときに参加があまり進まなければ、協議の場に着きなさいと県がリードで

きる規定を置くという発言があったようです。何とも強権的な態度だと私は思います。高知県

では法定協議会を設置するに当たり、話が拙速過ぎるということで当初の計画を令和９年度に

延期した経過があります。思いどおりに進まない濵田知事の焦りが、今回の消防庁長官への提

言、要望につながっているのだと推察します。 

　このあたりの濵田知事の県政運営のやり方っていうのが、県立施設の運営委託先、指定管理

者選定などのやり方と似ておって、関係者の声を聞くなどの環境整備をすることなく自分の考

えを押しつけるというやり方だと私は非常に疑問を感じています。今回の消防行政における県

の権限強化の提案は、まさに市町村に対して県の言うことを聞けというような高圧的な態度だ

と私は思います。 

　そこで、市長にお伺いします。 

　市長は今回の濵田知事の消防庁長官への提言、すなわち県の権限強化についてどのように受

け止めて、どのように評価されるのか、知事の考えについては評価を差し控えるというような
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答えはしないでいただきたいと思います。今回の県の権限強化は、直接市町村への指示などと

いうように、南国市に大きな影響を及ぼすものですから、御答弁をよろしくお願いします。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　このたびの消防広域化につきましては、知事も南海トラフ地震の脅威や

人口減少等、県が抱える問題について大きな危機感を覚えたことに対する取組であるというよ

うに考えております。知事とは立場が大きく異なりますので、一概に知事の評価をっていうこ

とはなかなか難しいと感じておりますが、各自治体の自主性が尊重されるべきというようには

思っております。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　言われたとおり、自治体の自主性を尊重はしていただきたいと、やは

り地方自治というものは憲法で定められておりますので、そのあたりは慎重に対応していただ

きたいと思います。 

　今回の濵田知事の考えている県の権限強化、市町村に指示できるような法整備っていうの

は、すなわち市町村の拒否権を奪いかねないというふうに私は解釈しております。ぜひ市長が

言われたように、自主性は重んじてほしいというふうに思います。 

　ここで南国市の消防行政を預かる三谷消防長に、これまでの県の説明、議論を受けて、現時

点での疑問点や問題点、懸念事項など、消防長の認識をお伺いします。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　今年度に入り、第１回の実務協議会及び方面別部会並びに専門部会が

開催されましたが、議論に進展は見られないと感じております。今後はこれまで議論されてい

なかった署所内での運用や昇給及び昇格、各種手当等について、ワーキンググループ等で話し

合われることとなっておりますが、各消防本部で基準がばらばらであるため、どのように統一

するのか分からないことも多いため、もっと時間をかけた議論が必要ではないかと感じており

ます。十分な議論がされないまま、法定協議会に進んでいくのではないか、懸念されるところ

であります。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　ありがとうございました。 

　高知新聞の報道によると、29市町村が一斉統合に賛意を示し、24市町村は給料などの処遇の

統一が望ましいという記事がありましたが、今消防長が言われたように、私も今までの全体の

答弁をお伺いしてきて、何もかにもが今後のワーキンググループでの議論ということで、全く
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決まっていないことばかりということだと思います。とても１年後に判断をするような状況で

はないというふうに感じております。 

　最後に、南国市がどういう態度を取っているのか、市長の考えをお伺いしたいと思います。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　先月、第１回の実務協議会が行われましたが、今年は第２回、第３回と

開催され、その都度市議会の皆様に御報告することになっており、早ければ来年の３月議会で

広域連合法定協議会の規約を議案として提出するという予定となっておるところでございま

す。非常に大きな問題でありますし、長期的な見通しも考えていく必要がございますので、今

後の実務協議会の内容を精査し、方向性を決めていく必要があると考えており、今時点でどう

のこうのというようにはなかなか言える状況ではないということを御理解いただきたいと思い

ます。以上です。 

○議長（西本良平）　西山明彦議員。 

○１０番（西山明彦）　今態度を決めろと言われても、とてもじゃないけれども、そんな状況

じゃないというのは十分理解します。 

　我々市議会も、１年後には今のスケジュールでは賛否の判断が求められるようになると思い

ますけれども、法定協議会の規約を議案にするというようなことですので、ちょっとどんな形

なのかなという疑問はあるわけですけれども、この件に関する情報がやはり議員としては非常

に少ないというふうに感じてます。この議会後にも説明会があるということですけれども、や

はり市長も心配されている財政負担、統合当初のみならず、その将来的な経常経費について、

やはり非常に分からない部分が多くて心配するところです。 

　生駒市は、そういった観点から参加しなかったというようなこともありますし、それから実

際にデメリットはないというて断言されてますのであれなんですけれども、やはりそういった

ところ、単独で行く場合と統合に参加した場合との比較がやっぱり必要になってくるというふ

うに思います。やはりそういった情報を議員のほうにも回していただけるよう、よろしくお願

いしたいというふうに思います。 

　市民の生命と財産を守る消防行政の大きな分岐点となっております。財政的な側面と併せて

南国市民の生活を維持、向上させるために、私たち議会も執行部と力を合わせて最適な判断を

していきたいと考えております。ぜひよろしくお願いします。 

　以上で質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（西本良平）　21番今西忠良議員。 
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　　　　　　〔21番　今西忠良議員発言席〕 

○２１番（今西忠良）　御苦労さまです。 

　一般質問初日の２番目の登壇になります。社民党で民主クラブの今西忠良でございます。 

　今６月市議会定例会に通告をしました私の一般質問は２項目であります。一問一答方式で行

いますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

　まず、１項目めの市長の政治姿勢では、平和国家としての日本の歩み、平和な暮らしへの道

筋、新たな戦前にしないためにもということであります。 

　１点目は、高知龍馬空港や県内の港湾が特定利用の施設に指定をされました。政府は、防衛

力の強化の一環として、有事の際に自衛隊や海上保安庁による利用に備えて整備をする特定利

用空港・港湾に高知龍馬空港など、８道県で17か所がこのたび追加をされたところでありま

す。このことは専守防衛のはずの自衛隊が攻めていく訓練を行うなど、高知空港の軍事化の動

きが顕著になろうかということも危惧をされます。市民の安全と不安解消に対して、当該自治

体としてどのような認識をお持ちなのでしょうか。平山市長にお伺いします。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　高知龍馬空港が特定利用空港に指定されたということにつきまして、有

事の際のリスクや安全性について、市民の皆様の間に強い懸念や不安があることは私も理解す

るところでございます。 

　まず前提としまして、今回の指定は国において決定されたものでありまして、高知龍馬空港

は国管理の空港であるため、地方自治体であります県や市がその指定に同意を求められる立場

ではないところであります。しかしながら、市民の生命、身体及び財産を守ることは本市にと

って最優先の責務であり、市民の安全が脅かされることがあってはならないと考えておりま

す。一方で、今回の指定には大規模災害発生時における機能強化という側面もございます。南

海トラフ地震などの甚大な災害が懸念される本市におきまして、平時から自衛隊等との連携や

空港の基盤整備が進むことは、発災時における迅速な救助活動や物資輸送を可能にし、地域の

防災力の向上につながるというメリットも有しているというように認識しております。以上で

す。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　市長のほうから答弁をいただきました。 

　高知空港は、国の管理のため、指定する上で県や南国市の同意などは必要がありません。特

定利用空港・港湾は、平時から自衛隊などが訓練に利用することで、切れ目のない有事につな
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げていくことが一つの目的でもあろうと思います。これまで40の空港と港湾が指定をされてお

り、今回高知空港も含めて17空港、港湾が追加をされたところであります。指定により民間空

港、港湾が軍事施設とみなされ、標的にされる危険性が出てくることから、やはり周辺の住民

に大きな不安が広がっているのも事実であります。しかし一方では、先ほど市長答弁にもあり

ましたように、大規模災害の発生時の対応や機能強化については否定できない事実でもあろう

と思います。 

　次の質問に移ります。 

　特定利用空港・港湾とは、自衛隊と海上保安庁が有事に使う場合に備え、政府が自治体など

施設管理者との間で円滑な利用に関する枠組みを設けた民間の空港、港湾の総称なわけです。

政府が自衛隊や海上保安庁の航空機や船艇の利用に必要な整備を進め、平時の訓練にも使って

いるのが実態だと思います。 

　2022年策定の国家安全保障戦略で、防衛力強化を補完する４分野の一つに公共インフラの整

備推進が明記をされたところでございます。こうしたことに基づいて、2024年４月から北海道

や沖縄など含めて７道県で計16か所を初めて指定をし、その後は国で順々進めてるのが今の現

状であります。 

　先ほども述べたように、指定されますと軍事施設とみなされる、標的にされる危険性もある

わけでございます。県は指定に当たり、国に対して３点の申入れをしてきました。１つには、

県市民が納得が得られる説明、そして南国市への適宜な適切な情報の提供、２つ目には民間空

港としての利用の優先、３つ目には県民の安全に万全を期し、事故があった場合等は国が責任

を持って対応することなどの申入れであります。 

　市民の安心・安全の確保が第一と言えますので、国への申入れの事項の確約と遵守につい

て、またこの申入れの効力等については、市長、どういうにお考えですか、その見解をお聞か

せください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　国に対しての申入れは、先ほど今西議員がおっしゃったとおり、県民の

理解を得られるように丁寧に説明を行うこと、また民間の利用に配慮し、県民生活に影響が出

ないようにすること、また３つ目に県民の利用者の安全に万全を期して、事故があった場合は

国が責任を持って対応することというような３点を県とともに口頭で申入れを行ったものと考

えております。 

　また、４月に指定の公表があった日に、県からは、これも先ほど今西議員の説明があったと
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おりのことでありまして、それが４点、先ほど今西議員から紹介されたところでございます

が、そのような場で県とともに申入れを市も行ったというような認識でおるところでございま

す。 

　ただ、県民、市民への説明は自治体から行ってもらいたいという国の回答でありまして、国

のほうでそこのあたりもしっかり対応していただきたいと思っておりますので、またそういっ

たことがありましたら、しっかりと市としましても県とともに国のほうに言うべきことは言っ

ていきたいというように思っております。これにつきまして、法的な効力ということはなかな

か求めることはできないのではないかというように思いますが、そのように適宜国に申入れを

行っていきたいというように思います。以上です。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　市長のほうから御答弁をいただきましたし、南国市、県も含めてです

けれども、しっかりした姿勢をしっかり持って対応していただきたいと思います。 

　次に、２点目の質問なんですけれども、総選挙で手にした数の力を背景に、高市政権は国論

を二分もするような政策の実現に向けてアクセルを吹かしているところだと思います。自民党

と維新の会、連立政権とその補完勢力が国会の中ではもう８割以上の議席を占めるわけで、そ

の中で安全保障、憲法を巡り、翼賛化が進んでいるというのが今の国政ではなかろうかと、こ

のように思います。 

　とりわけ国会の大半が抑止力にとらわれて大軍拡化を正当化をし、あるいはその中で日米同

盟を絶対視するあまりに思考停止も陥っている懸念もされるわけです。高市早苗首相は、防衛

装備の移転三原則とその運用指針をこの４月に改定をしました。今回の改定の最大の問題は、

非戦闘目的に限定をした５類型を撤廃し、殺傷能力の高い大型攻撃兵器をはじめ、全ての武器

輸出を解禁をしたということであります。日本が過去に武器輸出を全面禁止をしていたのは、

平和国家としての国際紛争を助長することを回避をするためにしてきたものであり、今回の改

定が国家紛争を助長する危険性も高まってきますし、平和国家の歩みに逆行する武器輸出はや

めるべきだと私は考えます。 

　高市首相の安全保障、防衛、外交に対する一連の姿勢は、非常に強引であり、国民の世論を

無視をしているのではないかと、このようにも思ってますし、この戦争戦略へ向けて強引な進

め方について、平山市長はどのように認識をされているのか、お考えをお聞かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　議員の御質問でございますが、高市首相の安全保障、防衛、外交に対す
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る姿勢についてということでございます。 

　安全保障や防衛、外交につきましては、本来国が自らの責任において決定し進めるべき事柄

であり、国の中の考えとして国防を日本の防衛ということも想定しながら進めておることであ

ろうというように思います。そのことにつきまして、自治体の長として具体的なその手法につ

きまして、直接評価するという立場にはないというように思っております。 

　しかしながら、いかなる国際情勢にありましても最優先されるべきは国民であり、そして市

民の生命と平穏な暮らしであります。とりわけ外交におきましては、国際社会との協調を重ん

じて、対話による平和的な外交努力が粘り強く尽くされることが極めて重要であると考えてお

ります。現在国の進める防衛外交政策に対しましては、様々な議論があるものと承知しており

ますが、国民の懸念や不安を払拭するためにも、国会等における丁寧な議論や十分な説明が不

可欠であるというように考えております。以上です。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　市長、ありがとうございました。 

　平山市長が直接外交や防衛、安全保障をつかさどるわけではありません。また、改善した

り、取り組む範疇ではないことは分かりますが、やはり市民の命や暮らしを守る観点からはと

ても重要な政治課題と言えますので、私はやはり政治家平山耕三市長としての思いや思想性を

しっかりと見極める必要も当然あろうというふうに判断をして、質問をさせてもらいました。 

　５月27日に可決成立をした国家情報会議設置法は、政府のインテリジェンス機能を強化する

ものであります。日本が海外でスパイ活動を推進する対外情報庁の法案や現代の治安維持法と

も言われるスパイ防止法関連法案につながり、国民全体を監視をし、戦争国家に向かわせる、

そうした重大なものを秘めているんではないかと思います。これに対して国会を中心にしなが

ら、多くの市民が反対の声を上げていることも事実でありますし、高市政権になって憲法改悪

や戦争をする国づくりに反対をしていく、また立憲主義を取り戻しながら戦争をさせない、９

条を壊さないことが、今また逆に言うたら時代の趨勢ではないかとも私は考えます。 

　次に、３点目の質問ですけれども、米国とイスラエル等によるイラン侵略戦争によって原油

の供給量の不透明感が明らかに今なってます。 

　さて、中東情勢の緊迫化に伴うホルムズ海峡の閉鎖等により、原油及びナフサの輸入制限で

エネルギー価格や関連する製品、資材等の高騰や物品不足により、本市の経済や市民生活に深

刻な影響を与えているのではないかと危惧もされます。特に中小企業や小規模事業所は、シン

ナー不足や断熱材及び塩ビ管等の資材不足から搬入が滞り、事業を休止するなど余儀なくされ
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ている事業所等が出ているのではないか心配をされます。ナフサ由来の水道管の価格が高騰し

た影響で、福岡県では一部水道の更新工事の入札を中止した自治体も出ている現状でありま

す。また、塩ビ管の不足は公共事業にも影響を及ぼしてくるのではないでしょうか。ナフサ不

足が生活の基盤となるインフラ整備をもむしばみ始めてきているのではないでしょうか。南国

市民に与える影響等についてどのようにお考えでしょうか、お聞かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　中東情勢の緊迫化に伴うナフサショックは、市民生活の各方面に少なか

らぬ影響を及ぼしている事態であると認識しております。日常生活の面を見ますと、一部で食

品の包装資材や容器の不足といった影響が生じております。県内でもお菓子のパッケージ入荷

遅れによる受注制限や、弁当店での容器代の上昇といった事例が見られ、身近な食の現場にも

その影響が及びつつあります。 

　また、本県の基幹産業である農業につきましても、万が一の災害時にビニールハウス用フィ

ルムなどの資材が速やかに確保できるのかといった影響も懸念されます。さらに、よさこい祭

りの鳴子製造において、塗料用シンナーの調達難から受注を一時的に抑える動きがあるなど、

地域経済や文化活動に少なからず影響が出ております。加えて命に直結する医療現場におきま

しても、注射器や医療用手袋といった資材調達リスクが今後顕在化するのではないかという懸

念は拭えません。 

　このように様々な分野で物資供給の不透明感が生じている現状に対し、市民の皆様の生活や

健康、そして地域活動への今後の影響について大変危惧しておるところでございます。以上で

す。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　市長、答弁ありがとうございました。 

　次に、ナフサ関連不足で国内生産が激減をしている状況で、南国市内の中小企業や小規模事

業者に与える影響も多大ではなかろうかと、このように思います。事業者からの声も出ている

とは思いますけれども、実態調査とか聞き取り等の対応はされてきていますか、この点につい

てお聞かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　事業者の方々からは、ナフサをはじめとする石油製品由来の原材料の価

格上昇に加え、供給が不安定になっている原材料もあるとお聞きするとともに、今のところ当

面の資材の確保や使用料の調整、代替品の活用など、様々な工夫や努力を行い、事業が停止す
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ることにならないように取り組まれているとお聞きしております。 

　また、経営の支援策等につきましては、現在国や県内金融機関等による特別相談窓口が設置

されており、南国市商工会においても相談窓口が設置されておりまして、中東情勢等の影響を

受けた事業者に対し、国においてはセーフティーネット貸付けの要件緩和や、県においても新

たな制度融資を設けるなど、金融支援施策等が実施されております。 

　市としましては、引き続き状況を注視し、市による支援が必要な状況となれば、財源等を考

慮しつつ、その状況に応じた支援策を検討し、実施してまいりたいと考えております。以上で

す。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　御答弁ありがとうございました。 

　南国市としても商工会と連携をしながら、対応策は考えているということですので、なおよ

ろしくお願いをしたいと思います。 

　この期に及んでも高市首相は責任ある積極財政の看板を下ろす気がありません。これまで高

市政権は、原油もナフサも足りているとずっと豪語してきております。原油高騰の長期化で食

品や日用品など物価高が一段と懸念をされる中、赤字国債で需要を増す、ばらまき策ではイン

フレを促進をしていきますし、さらに長期金利の高騰と円安を招いて、さらに物価上昇を悪化

させるというのが今の高市政権の進め方じゃなかろうかと、このようにも思います。ナフサ由

来の石油製品は、自動車大手の販売会社等でも様々な影響が出ているのが実態であります。各

種資材の入荷の遅延や受注の停止が相次いで、エンジンのオイル交換の作業さえままならなく

なっている実態も一部では出ております。 

　先ほど市長のお答えでは、支援が必要な状況になれば財源を考慮しながら支援策を検討した

いというお答えもありましたし、食料品、燃料費、物流費等、資材等の物価上昇が市民生活及

び中小企業、小規模事業者に影響を与えてくることを想定をしながら、生活支援給付やあるい

は事業支援給付なども対策を強化をする展望は持ってるということでございますので、さらに

緊張感を持って進めていただきたいと思います。 

　過日、高知市の桑名市長もこのことに触れて、原油供給不足で影響が出ている事業者の広が

りを不安視する言及に触れてましたし、自治体だけの対応で本当に限界があると思いますの

で、しっかり国に対応を要請したいという桑名市長の記事も出ておりましたけれども、うちの

市長も市長会等を通じて連携した対応を望みたいと、このように思います。 

　昨日今日の報道の中で、米国とイランの停戦の終結合意が見えてきたとの報道がされており
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ますので、予断は許しませんけれども、明るい兆しになればうれしいわけですけれども、何と

いいましても安心して経済活動を進められるように誘導するのが行政の役割ですので、市長な

およろしくお願いをしたいと思います。 

　次に、４点目の質問です。 

　平和憲法と平和行政への市長の取組や思いについてであります。 

　1947年５月３日に施行された日本国憲法は、今年で79周年を迎えます。日本国憲法は、さき

の大戦の過ちを再び繰り返さない反省の下に施行されてきました。今進められようとしている

憲法議案の大軍拡や、戦争への国家づくり、あるいは新たな戦前にしないためにこそ、今こそ

争いの虚しさや復興の難しさ、平和の有り難さをしっかりと日本中へ、あるいは世界へ訴え、

発信し続けていくことが今何よりも求められているのではないでしょうか。平山市長の平和へ

の熱い思いや南国市としての平和行政に取り組む姿勢についてお答えください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　平和行政につきましては、これまでも本市の基本姿勢として取り組んで

きたところでございまして、現在世界の情勢が不安定化し、核兵器を巡る緊張や地域紛争が続

いておるところでありますが、こういう状況で改めて平和への尊さを認識し、次世代に継承し

ていくという責任が自治体に求められているというように認識するところであります。 

　私たち国民の多くは戦後に生まれて、民主主義の下、自由で平和な世の中で育ってまいりま

した。しかしながら、世界では今なお戦争、紛争が起こり、多くの命が失われておるところで

す。非常に悲しいことであります。この人権の世紀と言われる21世紀に、このようなことが起

こること自体が残念でなりません。世界の人々がお互いを尊重し、国と国とが助け合い、支え

合い、共に豊かな世界を目指すという人権が尊重される世界であってほしいと切に願っており

ます。 

　本市の平和行政の取組としましては、これまでも学校教育におけます平和学習、また戦争体

験者の講話などを通じまして、子供たちが戦争の歴史や平和の意義を学ぶ機会を設けてまいり

ました。また、昨年度は戦後80年を機に戦争企画展を開催し、市民から公募した戦争遺品の展

示や前浜４号掩体の発掘調査報告、そして高知の戦争遺跡についての記念講演を行ったところ

であります。 

　今後におきましても市民一人一人が平和について考え行動する機運を育て、本市の非核平和

の理念を着実に次世代へつないでいけるよう、平和行政に継続して取り組んでまいる所存でご

ざいます。以上です。 
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○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　答弁ありがとうございました。 

　しっかりと受け止めたいと思いますし、今の答弁に沿って、さらなる平和行政へ邁進をして

いただきたいと思います。 

　次は、市長の政治姿勢の２項目めになるわけですけれども、南国市の生活保護事務における

調査報告と職員の懲戒処分、そして今後の市政への在り方、取組方について、市長の政治姿勢

をお伺いします。 

　この問題が発覚して、議員には２月24日とさきの今議会前の５月28日に説明会がありまし

た。２回の説明会と、そして今回職員等の処分も決定したわけでありますけれども、改めて何

点か質問をしたいと思います。 

　まず１点目は、生活保護法にも反すると同時に、生活保護行政の根幹をも揺るがす重大な事

件といいますか、これは言わざるを得ないわけですけれども、今回の事案はなぜ再び起きたの

かについてお聞かせください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　今回の事案発生の主な原因といたしましては、まずケースワーカー２

人の事務懈怠と組織として進捗管理の不徹底が挙げられます。 

　ケースワーカー２人につきましては、訪問記録の遅滞、被保護世帯の訪問調査、面談の未実

施、移管協議の遅滞など、不適切な事務執行を繰り返し、上司からの指導を受けたにもかかわ

らず事務処理を先送りし、結果として２人で延べ150世帯の事務遅延を発生させました。この

ことは地方公務員法の服務規律にも反する行為であり、業務に対する姿勢に問題がありまし

た。 

　組織的な問題といたしましては、査察指導員がケースワーカー２人の事務遅れに対して口頭

指導にとどまり、担当替えや再配分といった直接的な介入に至らなかったこと、また査察指導

員は査察指導一覧表などを用いて進捗管理をし、所長に報告する手順でありましたが、一部で

実施できておらず、十分な管理ができていない状況にありました。事案の報告につきまして

も、福祉事務所長への報告、そして市長への報告に相当な時間を要しましたことがこのことに

つながったと、この本事案を長期化、深刻化させる原因となったというふうに考えておりま

す。 

○議長（西本良平）　昼食のため休憩いたします。 

　再開は午後１時であります。 
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　　　　　　午前11時55分　休憩 

　　　　　　――――◇―――― 

　　　　　　午後１時　　　再開 

○議長（西本良平）　休憩前に引き続き会議を開きます。 

　引き続き一般質問を行います。21番今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　午後にまたがりましたが、引き続き質問に入ります。よろしくお願い

をいたします。 

　２点目ですが、今回の一連の不適切な事務は職務怠慢、いや、法令違反と言わざるを得ませ

ん。福祉事務所の内部統制の欠如や組織風土の問題なのでしょうか。そして、組織と査察体

制、さらには職員間での情報の共有の在り方、指導体制など、大きな問題があったと考えられ

ますが、それらについて率直にお答えください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　福祉事務所において査察指導員がケースワーカーの事務処理の遅れに

対して口頭指導にとどまり、直接的な介入に至らなかったこと、また事案発生について福祉事

務所長、市長へ報告に相当な時間を要し、組織での情報共有が不十分なまま、対応に遅れが生

じたことが問題であったと考えております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　渡部副市長のお答えをいただきましたが、今回の事務処理の中でも、

受給者の死亡に８か月くらい気づかなかったという状況が続いたことは、大変重大な事案では

なかろうかと思います。 

　2025年、昨年ですけれども、５月26日に水道局より給水停止の連絡がありました。この件は

非常に対応がまずくて、連絡を受けながらケースワーカーと福祉事務所内での連携と共有が十

分取れてないままに放置をされた状態だったともいえます。まさに危機管理も事の重大さも認

識できてなかったというあかしではないでしょうか。前３月議会では、この件については前田

議員が厳しく追及質問をしてきたところであります。私もなぜこのことが判明をした昨年の６

月時点で、マスコミに公表するなり、あるいは議会への報告についてもできなかったことは、

非常に率直に不思議にも感じました。 

　３点目に入ります。 

　一定の結論を出すまでに、なぜ何年もかかってきたのでしょうか。ずっと放置をされてきた

のは、やはり部署と当事者能力に欠けるのではないでしょうか。これについての見解をお聞き
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します。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　事案発生につきまして、上司への報告に相当な時間を要した原因は、

ケースワーカー、査察指導員ともに事務処理の遅れ等はいずれ解消するだろうとの認識の甘さ

から対応が先送りされ、事案が長期化、深刻化し、結果として事案全体の把握に時間を要し、

報告に遅れが生じたものでございます。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　お答えをいただきましたけれども、事務処理の遅れはいずれ解消する

だろうという判断とお答えは、漠然ともしてますし、本当に甘いと言いようしかありません

が、次は４点目ですが、生活保護は生活保護法にのっとり、ケースワーカーは適正な保護の実

施を責務として、同時に受給者の抱える問題に対し必要な助言を行うことや、支援、指導を行

わなくてはなりません。その職務にある者が反対に法に定められた処理や職務を放置をしてき

ました。この点についてはどのようにお考えですか、お答えください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　ケースワーカーは、生活保護制度の適正な運用を担うとともに、被保

護世帯の生活状況を継続的に把握し、必要な支援や関係機関との連携を通じて、自立を支援す

る重要な役割を担っております。その重要な役割を有する中で、不適正な事務執行に至ったこ

とは職務に対する姿勢、それを指導する管理監督責任を問われる事案であり、このことにより

生活保護受給者の方及び市民の皆様の信頼を損ねることになり、大変申し訳なく思っておりま

す。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　次に移ります。 

　担当者のずさんな事務処理、そして管理職はその事案を把握をしていたにもかかわらず、是

正ができておりません。こうした行為については、どのように受け止められてますか、お答え

ください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　今回の事案は、以前にも同様の事案が発生し、再発防止策を掲げてい

たにもかかわらず繰り返し事案に至ったことは、コンプライアンス意識の欠如、組織ガバナン

スにも問題があったと考えております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 
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○２１番（今西忠良）　お答えをいただきました。 

　次に、６点目なんですけれども、信頼失墜の回復について。 

　まず、この事案が発覚をしてから庁内外への対応はどのように図ってこられましたか、お答

えください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　事案の発生を受けまして、対外には事案に至った経緯や南国市職員懲

戒審査委員会による調査結果及び懲戒処分内容について、報道機関を通じて公表し、説明を行

ってまいりました。また、庁内におきましては、課長会において市長から事案の経過を説明

し、業務の適正管理、再発防止を徹底いたしました。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　お答えをいただきました。 

　様々な対策を取ってきたとのお答えでしたけれども、私も広報に掲載して市民におわびとか

対応をされてきたかはちょっと知り得ていませんけれども、課長会は当然開いてきたとのこと

でありますけれども、やはり全職員に向けて、時間はかかっても対面での何らかの指導や訓示

的なことがあってしかるべきだと私は考えますので、そのことも十分踏まえていただきたいと

思います。 

　次に、７点目ですけれども、報道機関や市議会対応を気にし過ぎているのではないでしょう

か。何といいましてもやっぱりイの一番には、報告と謝罪は市民に向けてしっかり行うべきだ

と考えますが、この点についていかがですか。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　事案の概要及び再発の防止策につきましては、市民の皆様への謝罪会

見として、より多くの方々にお伝えできるよう報道機関への発表を行い、議会におきまして説

明を行ってきたところでございます。 

　通常は処分決定後に行っておりますが、今回は事案が報道される状況でありましたので、詳

細の調査が完了する前ではありましたが、市民の皆様にお伝えいたしました。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　ありがとうございます。 

　次に、８番目になりますけれども、今年の２月20日付で職員の服務規律の徹底についての通

知として、総務課長名で各職場職員に達というか、メールで入ったんだと思いますけれども、

ありました。これは、やはり市長名で明確に指示をするべきではなかったかと思います。この
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件についてお聞かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　渡部副市長の申すとおり、課長会におきましては服務規律の徹底を各課

長に伝えておりましたが、職員への通知も議員のおっしゃるように市長名で発出すべきだった

と思います。その後、職員の処分を決定したことにより、６月９日付で市長名で庁内向けに綱

紀粛正及び服務規律の徹底の通知を行ったところです。以上です。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　市長のほうからお答えをいただきました。 

　やはり地方公務員法の趣旨にも沿って、あるときは強く強制力も持った指導や指示というの

をしっかり伝えていくべきだと思いますので、今後ともしっかり捉えていただきたいと思いま

す。 

　次に、９点目ですけれども、庁内におけるその他の部署等におけるこのようなケースや事案

はないでしょうか。調査や検証はされてきましたか、お答えください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　今回の事案につきましては、課長会において先ほど市長が申しました

ように再発防止の徹底を行うとともに、同様の事案が発生している場合は即座に報告するよう

求めております。結果、同様の事案は確認されておりません。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　副市長のほうからお答えをいただきましたが、同様の事案はないとい

うことでしたので、とても安堵をいたしました。 

　次に、10番目の質問に移ります。 

　地方公務員法にのっとり第30条、31条、32条、特に第33条は信用失墜行為の禁止について明

確にうたわれているわけです。これらの条文は、服務規律、規定としてうたわれていますが、

日常的にどう認識をさせたり指導されていますか、お答えください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　地方公務員法の服務規律は、地方公務員が職務を行う上で守るべき義

務、行動基準、倫理規範となります。新規採用職員は、入所式におきまして全体の奉仕者とし

ての職務を執行する宣誓を行います。また、こうち人づくり広域連合の階層別研修におきまし

ても、公務員倫理やコンプライアンス研修がカリキュラムに組み込まれております。庁内職員

研修におきましては、昨年度リスクマネジメント研修を実施し、職員に公務員倫理について再
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認識をさせました。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　副市長より答弁をいただきました。 

　法に基づく面を中心に、様々な研修の取組をお答えをいただきました。やはりそうした中で

も人間関係づくりを中心にしながら、やはり人間力の向上、風土づくりも大変重要だろうと思

います。こうした中で、企業ガバナンスであったり、役所統治というものがしっかり培われて

くるのだと思いますので、そうした面もしっかりとお願いをするところであります。 

　次に、11点目であります。 

　二度と繰り返さない決意と体制づくりについてお尋ねをいたします。 

　同時に、全庁を挙げてどう取組を進めていくのか、また市民や地域に取組の進捗状況や、そ

の見える化等についてはどのようにお考えですか、お答えください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　調査を進める中で、職員個人の問題にとどまらず、組織的な業務管理

の在り方など、多くの改善すべき課題が顕在化いたしました。 

　今後の取組といたしまして、最前提として公務員倫理、コンプライアンスについて、職員研

修等を通じて職員への再認識を図ります。次に、組織体制の整備といたしまして、過剰な業務

負担とならないよう人員の適正配置を行うとともに、ケースワーカー、査察指導員が抱えてい

る庶務業務をいま一度整理いたしまして、効率的に業務が遂行できる体制づくりに取り組みま

す。 

　次に、管理監督体制の強化といたしまして、県に再発防止策として提出しておりますが、査

察指導台帳を用いた進捗管理、そして指導の徹底を図ります。また、同一の査察指導員とケー

スワーカーの組合せを最長２か年とし、違った視点で指導ができる体制といたしました。 

　次に、職場内での情報共有、支援体制といたしまして、ケースワーカーが１人で困難事例を

抱え込むことがないよう、定例の係会におきましてケースワーカーと査察指導員が困難事例へ

の対応方針や事務処理での注意点を全員で共有し、業務支援が行われるよう取り組んでおりま

す。また、ケースワーカーの担当地区は原則毎年度入れ替えることを徹底いたしました。さら

に、新任職員は両隣に経験１年以上の職員を配置し、定期的に席替えをすることにより複数の

経験者から事務処理を会得できるようにしております。この中には本来の業務として当たり前

に実施すべき内容が含まれておりますが、業務内容を再点検した上で職場内の情報共有、管理

監督の徹底を行うことで、再発防止に努めてまいります。また、このことは福祉事務所のみな
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らず全庁的に共通することでありますので、組織マネジメントの強化を図ってまいります。取

組の進捗状況につきましては、定期的に実施状況の報告を求め、確認を行いたいと考えており

ます。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　渡部副市長のほうから答弁をいただきましたが、少し疑問な点もござ

いますので、提案も含めてもう一度質問をいたします。 

　今年の、この間執行部にも出されたようです。私のほうにも改善策も含めてお話がありまし

た。生活保護業務における不適正な業務執行に関わる職員の懲戒処分についてのことで、生活

保護業務適正化の取組について、管理監督体制の強化にある査察指導員台帳の部分について

は、市の監査、さらに外部の監査を導入することも必要ではないかと私は受け止めてますし、

この件について後でお答えもいただきたいと思いますし、それから所長の直接の確認も見えて

きませんし、平成28年度の懲戒処分の公表した部分を踏まえて今回に生かされているかという

部分がちょっと見えにくいわけですので、前回の部分がちゃんと生かされていたら、こういう

ことにもしかしたらならなかったとも思いますし、改善策は今答弁されましたけれども、当た

り前のことを当たり前にやるというふうにしか見えづらい面がありました。 

　前回の改善が形骸化されてはいけませんし、そのことをしっかり捉えてきた上でしたら、今

回につながっていくことが大事ですので、前回の改善策を踏まえて、今回きっちり進めてこら

れた、そこの整合性も含めてお聞かせください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　議員のおっしゃるように、今回の事例につきましては当たり前のこと

を当たり前にできてなかったってことになります。このことにつきましては、職員のＯＢの方

からも厳しい御意見もいただいておるところでございまして、本来職員として、市役所の職員

としてしっかり行うべき業務内容でございます。あえて外部監査まで求める、公費を使ってま

で求めるというよりも、当然職員自らがそういった形で管理徹底を行うべきものというふうに

考えておりますので、今後ともそういった形で議員の皆様には御指摘等もいただければという

ふうに考えております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　今、答弁もいただきましたし、外部監査というよりも内部でこのこと

をしっかり見詰めながら、次につなげていく施策や対策をしたいということですので、ぜひそ

のこともしっかりと進めていただきたいと思います。 
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　次に、今回の懲戒処分については、率直に言って甘いと言わざるを得ません。処分の経過と

結果に至った見解と考え方をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　渡部副市長。 

○副市長（渡部　靖）　南国市懲戒審査委員会におきましては、本事案が発生した令和３年度

から令和７年度までに福祉事務所在籍の９名から当時の経過につきまして聴取を行いました。 

　まず、２名のケースワーカーにつきましては、訪問記録の遅滞、被保護世帯の訪問調査、面

談の未実施、移管協議の遅滞など、不適切な事務執行を繰り返し、上司から指導を受けたにも

かかわらず事務処理を先送りし、結果として２人で延べ150世帯の事務遅延等を発生させまし

た。その期間もそれぞれ３年から５年という長期間にわたっており、この不適正な事務処理は

職務上の義務違反及び懈怠と認められ、２名は減給10分の１、６か月の懲戒処分といたしまし

た。 

　また、令和３年度から令和７年度までの期間におきまして、２名の職員の上司である福祉事

務所長、査察指導員につきましては、職員に対する管理監督責任として２名を不適切な事務執

行及び管理監督責任として減給10分の１、３か月の懲戒処分に、２名を減給10分の１、１か月

の懲戒処分に、１名を管理監督責任として戒告の懲戒処分といたしました。また、既に退職済

みである当時の査察指導員１名につきましては、懲戒処分を行うことはできませんが、減給

10分の１、３か月の懲戒処分相当と判断いたしました。１名の査察指導員につきましては、行

政措置処分として、管理監督責任として文書による厳重注意といたしました。 

　この７名の管理監督職の処分の違いにつきましては、年度ごとの事案の件数を考慮するとと

もに、業務の進捗管理や部下への指導をどこまで行ったかを聴取の中で判断し、決定したもの

でございます。 

　処分につきましては、南国市懲戒審査委員会におきまして、関係職員から詳しく聴取を行

い、事案に至った経緯等について審査した上で、過去の事例や他市町村の事例を踏まえ、委員

会としての懲戒処分の内容を決定しております。今回の処分につきましては、適正に行われた

と考えております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　渡部副市長のほうから詳しくというか、お答えをいただきましたし、

今回の処分については適正という考え方を聞かせていただきました。 

　処分の度合いについては、さきの議員の説明会でも多くの議員から大変厳しい意見と注文も

あってきました。過去の慣例や踏襲主義に沿った部分もあろうかと思いますけれども、今回の
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事案については、その事務懈怠や生活保護法にも反する、いろんな法令違反的な部分もござい

ます。そうしたことから判断をしたら、停職あるいは降格等もあり得たのではないかという思

いも私は率直にするところであります。はっきりとやはりけじめはつけるべきではないでしょ

うか。 

　次の質問、13番目で最後の質問になりますが、前回起きた同様の事案の轍を生かせず、今回

また再発をしたという結果になりました。事の重大さを認識する上でも、やはり職員の自覚が

足りなかったのではないでしょうか。第１番目には、やはり住民福祉の向上に置くべきであろ

うと思いますし、市長はトップリーダーです。市民の皆さんに愛され、そして信頼をされる存

在でなければなりません。今後の南国市づくりにどう取り組み、どう進めていかれようとして

るのか、その決意と政治姿勢を伺います。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　このたびの事案により、生活保護受給者及び市民の皆様の信頼を損ねる

こととなり、大変申し訳なく思っております。 

　以前にも同様の事案が発生し、再発防止策を掲げていたにもかかわらず繰り返し事案に至っ

たことは、組織ガバナンスの欠如、コンプライアンス意識の欠如と言われても仕方がない重大

な事態であると考えております。 

　今回の事案は、福祉事務所のみならず全庁的なリスクであるという認識をしております。改

めて事案に至った経緯を踏まえ、職場単位での事務手順や進捗管理の徹底、また組織マネジメ

ントがしっかり機能するよう、職員研修を通じて再発防止に取り組み、市民の皆様から信頼さ

れる行政運営に努めてまいりたいと思います。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　市長の思いをお聞かせをいただきました。私も優しいとは思いますけ

れども、平山市長はまだ甘いし、僕よりずっと優し過ぎると思います。時にはトップダウンも

あり得るのではないでしょうか。鬼にもならなくてはなりません。平山イズムを部下にも職員

にも見せるべきではないでしょうか。俺についてこい、責任は取る、力の指導力を発揮し、強

い市長でなければいけません。４万5,413人の市民のトップリーダーですよ、皆さんに力強い

市長であってほしいと市民は皆願っていると思います。 

　私も小笠原市長さんから始めて歴代５人の市長と市政に携わってきましたが、今回の事案に

ついては法令にも反する行為であり、情けないというよりも悲しんでいるのではないでしょう

か。一日も早く改善と信頼の回復を図り、市民にも外部、外からも南国市の職員の姿が信頼を
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され、希望に満ちた南国市役所であり、職場であるということを切に願いながら、この質問は

閉じたいと思いますけれども、市長、もう一度改めて思いをお聞かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　市政を運営していく上で、やはり市民の皆様と連携、協力して進めてい

かねばならないという思いを強くしております。その上ではやはり市民の皆様と信頼関係をし

っかり結びながら、お互い協働の取組を進めていく、そのような思いでございますので、今回

のことはしっかり反省し、組織として住民の皆様全員から信頼されるような、そういう組織に

見られるように取り組んでいきたいと思います。今後とも御指導のほど、よろしくお願い申し

上げます。以上です。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　市長に決意の一端を改めて伺わせていただきましたので、この気持ち

をしっかりと持ちながら、市勢の振興や市民の幸せに向けて、また全力投球をしていただきた

いと思います。 

　それでは、２項目の消防行政の質問に移ります。 

　先ほど西山議員が幅広く市長の政治姿勢にも関わる部分も含めて質問がございまして、重複

もするとは思いますが、よろしくお願いをします。 

　まず１点目です。 

　高知県の濵田知事は、昨年の当初予算の柱にスマートシュリンク、賢く縮むの具体化として

４つのプロジェクトが位置づけられてきました。その一つに、消防広域化、県の一元化が提起

をされてきました。知事は提案説明で、人口減少が少なく進行していく中で、やっぱり地域に

必要な消防力を将来にわたって確保するためには、県内の常備消防組織を一元化することが最

も有効というのは述べられてましたし、知事の思いかと思います。濵田知事の求める今回の消

防広域化、一元化とはどのようなものでしょうか。その目的なり在り方、姿勢についてお答え

ください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　高知県消防広域化基本計画における基本的な考え方として、本県は全

国に先駆けて人口減少が進んでおり、特に郡部、中山間地域の消防本部では人材確保が著しく

困難な状況となっており、今後消防力を維持できるのかという大きな危機感から、将来にわた

って消防力を確保していくための抜本的な取組が求められています。 

　このような本県での状況下では、人口減少によって効率が低下した地域の出張所等を単に切
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り捨てるのではなく、新たな発想で消防の現場力を確保していく取組が必要である。このため

県ではスマートシュリンク、賢い縮小の考え方に基づき、現場機能を担う消防署所の統廃合を

行うのではなく、県内15か所に分立している消防本部の管理機能を一つに統合することによっ

て、生まれた余力を現場の消防力に再分配するといった改革を行う消防広域化に活路を見いだ

すべきだと判断しましたとしております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　消防長よりお答えをいただきましたが、既に大きく動き出していると

いうことも事実であります。 

　県民や現場の最前線で消防救急救助の任務に当たる消防職員や関係者の皆さんは、本当にど

のように思われているのでしょうか。むしろ高齢化の進展に伴う救急需要の高まりや、大規模

な災害の甚大化や頻発化、感染症の拡大などに対して、より身近なところで対応していくなど

の体制が県一元化によって現場から遠ざかる、現場の消防力を後退させるのではないかという

懸念も、私も拭い去れないところでございます。 

　こうした思いを強く持つのですけれども、２問目についてはこのような様々な課題を抱えつ

つも、今それに沿って第２次のスタート位置についたことも事実です。その点についてお聞か

せください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　昨年度は約１年間をかけてあり方検討会等を実施し、令和８年２月に

高知県消防広域化基本計画が策定されました。今年度は５月に任意協議会である第１回実務協

議会及び方面別部会並びに各専門部会が行われ、今後も計画的に協議が行われることとなって

おります。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　次には、今日までは高知県消防広域化基本計画あり方検討会からワン

ステップ、先ほどの質問にもありましたけれども、ワンステップ上がって県内15消防本部を統

合する県一消防に向けて、知事と全市町村長、有識者による実務協議会へ移行してきました。

その成果と今後の進め方、展望等についてお聞かせください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　実務協議会は、県全体で常備消防組織の一元化を目指す高知県消防広

域化基本計画に基づき、広域化後の円滑な運営について定める高知県消防広域化実施計画

（案）を検討、策定するとしています。 
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　このたび広域連合及び法定協議会の規約に関するスケジュール案及び広域連合規約の骨子案

が示され、今後は２回程度開催されるとしております。今回は第１回ということで、不透明な

ところも多いですが、今後の協議会において詳細が議論されると思います。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　ありがとうございました。 

　次に、１月の市町村への意向調査の結果はどのようなものであったでしょうか。このそれぞ

れの自治体の思いや要望が次につながっていくものと思われますが、どのように生かされてい

くかとお考えですか、お答えください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　この意向調査は、県一消防広域化が前提での調査となっており、調査

項目が多く内容も複雑で、この場で詳細を御説明するのが難しいところでありますが、令和

16年度からの指令システムの共同整備、共同運用の賛否や、消防本部の一斉統合、もしくは段

階的統合及びその時期、職員の処遇に関する財政的負担、先行共同作業としての共同募集、試

験、採用に参加するかなどが問われております。 

　県は意向調査に基づき、消防本部統合の時期は県推奨案の令和11年度に一斉統合をベースに

検討してはどうかとしております。このたびの調査がどのように生かされたのかは、現在も２

回目の調査が来ており、３回目の調査もあるように聞いておりますので、このたびの調査だけ

ではなく、これからの調査も含めた検証がなされると考えております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　ありがとうございました。 

　５点目、次に県の推奨案における規約等に関する主なスケジュール案が提起をされていると

思います。先ほど西山議員の質問にもあったかとは思いますけれども、そのタイムスケジュー

ルをお示しください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　スケジュールとしましては、令和８年度は５月に第１回の実務協議会

及び方面別部会並びに各専門部会が行われ、広域連合及び法定協議会の規約に関するスケジュ

ール案及び広域連合規約の骨子案が示されました。その検討状況を６月議会終了後に議員の皆

様に御報告する予定となっております。今後は、第２回、第３回のそれぞれの会議の検討内容

を９月、12月議会終了後に報告する予定となっております。また、早ければ来年の３月議会に

おいて、広域連合法定協議会の規約を議案として提出する予定となっております。 
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　県各市町村議会における議案の議決を受けることにより、令和９年度の７月に消防広域化実

務計画協議会、法定協議会になりますが、の設置、年度末の広域連合分賦金予算の議決を経

て、令和10年度当初より広域連合を設置する予定となっております。 

　消防本部の統合時期については、１次統合として早ければ令和11年度に、遅くとも指令シス

テム整備が完了する２次統合の令和16年度までには、全ての統合を完了するとしております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　消防長より当面する課題とタイムスケジュールを詳しくお答えがあり

ました。 

　濵田県知事が４つの重点プロジェクトの最重要施策として取り組む消防広域化、県一消防の

実施計画案作成に向けた任意協議会、第１回高知県消防広域化に関する実務協議会、事務局は

県にあるわけですけれども、先ほど来出ました５月12日に県下34の市町村長も参加をして開か

れました。2027年６月までに県市町村議会での関連議案の議決、2029年には指令システム以外

での第１次統合、そして2034年に指令台も含めたシステムの一元化、第２次統合を目指す推奨

案も示されてきておるところでございます。 

　知事は、今すぐに困っていなくても、20年後を見た長期的な視野と、また広い視野を持って

臨んでいきたいというような思いを伝えてきてると思います。人口も高知県も減りまして、

64万という政令都市よりも少ない人口で15の消防本部を持ってるのは、全国的に見ても異常な

状況と言えるというような知事の思いもあったようです。これらを合理的な形に直していく持

論を、知事は一元化として力説をしているということであります。 

　県の提案では、懸案であった県一消防の本部と指令センターが入る場所についても、高知市

の安心センター内を基本とするという方向性も示されておりますけれども、やはりキャパの問

題も含めて高知市との折衝がやっぱり大きな今後のポイントにもなろうかと思います。 

　そこで、今回消防広域一元化の一番の要素は指令業務の共同整備運用であるとも考えます

が、その方向性と展望についてはどのようにお考えですか。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　消防指令システム等の整備については、共同で運用することで緊急防

災・減災事業債の活用が可能なことから、設計や整備に係る費用及び10年間の維持管理費総額

は、各消防本部が個別に整備するよりも64.3億円の減額が見込まれるとしています。また、あ

くまで参考としていますが、指令システムを統合することにより、53人役程度の職員を現場業

務に充てることができるとしております。 
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○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　御答弁ありがとうございました。 

　次は、７点目なんですけれども、2029年、令和11年に全市町村で第１次一斉統合の予定であ

ります。これに伴い段階的に機能を強化する推奨案というのもあるわけでして、こうした中で

濵田知事は県内消防本部を１本部体制に統合することを当然目指しているわけですけれども、

一方では段階的な統合も示唆をしております。こうした２段構えのスタンスについての真意や

進捗にはどういうに影響がありますか、お答えください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　消防本部の統合時期については、まずは県が推奨する１次統合（指令

業務以外の統合）を早ければ令和11年度に全県一斉統合を行い、給与制度、階級制度、勤務体

制、処遇の統一等を段階的に推進する。また、一斉統合ができない場合でも、方面本部単位及

び市町村単位で段階的に統合し、遅くとも指令システム整備が完了する２次統合の令和16年度

までに全ての統合を完了するとしております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　お答えありがとうございました。 

　次に、任意協議会とは今の実務協議会のことであろうと思いますけれども、法定協議会へ向

けての進め方や議会の議決等への展望について、改めてお聞かせください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　先ほども御説明したとおり、早ければ来年の３月議会において広域連

合法定協議会の規約を議案として提出する予定となっておりますが、現在のところ統合後の方

面本部の役割を含めた組織構成や事務分掌、給料、昇給、昇格、各種出動手当等、職員の処遇

についても話し合われていないことが多いため、もっと時間をかけた議論が必要であると感じ

ております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　ありがとうございました。 

　次に、財政負担の問題、職員の処遇問題、職員の配置と勤務体制など、今後に詳細を詰めな

ければならない課題がとても多いと思われます。また、こうした平野部というか都市部と郡部

との間で広域一元化へ向けての切迫度や思い、認識度などの温度差もあろうと思いますが、こ

の解消も大変重要なことだと思います。その辺の見解をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　消防長。 
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○消防長（三谷洋亮）　県一つの組織になるということは、県内どこへ行っても同じ消防サー

ビスが提供されなければならないと考えております。また、職員の処遇や勤務体制についても

統一しなければ、離職者の増加等、消防サービスの低下につながるのではないかと危惧してお

ります。 

　都市部では、広域化の必要性をあまり感じていないところがあるのに対し、郡部においては

広域化の必要性を認識しつつも財政負担が大きいため、お互いに建設的な議論がなされていな

いように感じており、温度差があるような印象を受けます。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　どうもありがとうございました。 

　最後の質問になりますけれども、南国市の財政負担へのシミュレーション、また同時に南国

市及び消防本部の広域一元化に臨む基本的なスタンス、そうした方向に向けての決意や姿勢を

お聞かせください。 

○議長（西本良平）　消防長。 

○消防長（三谷洋亮）　現在の財政負担のシミュレーションは、令和６年度の決算額を用いて

いますが、消防費の大半を占める人件費増及び物価の高騰等により、今後負担増が見込まれる

ため、令和７年度決算額を用いたシミュレーションも作成予定とのことでありますが、現在の

ところ経常経費や指令システム等の追加・臨時的経費を合わせた令和９年度から令和22年度の

14年間は、県の試算によると単年度で5,621万1,000円の削減効果が見込まれるとしています。 

　南国市が令和７年３月に整備した消防指令システムの整備費は2.6億円ですが、現在整備し

た場合、見積価格が約６億円となっており、この金額を基に計算されていますので、緊急防

災・減災事業債を活用した際の減額効果が大きく反映されているものと思われます。 

　県一消防広域化により県民が安心して暮らせるよう取り組んでいくためには、消防力の強化

が重要であると考えております。財政負担の議論で話が前に進まない現在において、議論がな

されていないところも多いと感じていますし、スケジュール感に対しても時間的な余裕がない

ように感じております。消防広域化に反対する立場ではございませんが、非常に大きな話とな

りますので、もう少し時間をかけた慎重な議論を切にお願いしたいと思っております。 

○議長（西本良平）　今西忠良議員。 

○２１番（今西忠良）　消防長のほうから、今の現状なり、これからの展望の思いを御答弁を

いただきました。約１年間をかけてあり方検討会で協議をし、高知県消防広域化基本計画が策

定をされてきました。今年からは、先ほど来出てるように実務協議会に移行されて、様々な協
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議がスタートしましたけれども、今のところ本当に不透明なことも多く、手探りという状況で

はないかと思います。今後の方向性については、やはり慎重に見極めていくべきだろうと、そ

ういう思いも市長のほうからも、消防長からもありました。 

　そもそも消防の広域化を進めているのは国であります。総務省の説明は、消防本部の規模を

引き上げること等によって、財政上スケールメリットを生かして消防力の維持や強化のために

消防体制の広域化を図っていくというのが国の考え方のようであります。つまり広域化による

共同運営で、財政効率や合理化を進めたいというのが本音ではあろうかと思います。 

　濵田知事主導で2028年には県一本化をスタートさせようとしております。しかし、県内各消

防本部や職員からは、広域化ありきの強引な計画案に対して、県一化は急ぐべきものではない

という声もたくさんあることも事実だろうと思います。例えば、通信指令業務の現場はどうな

のか、新たに必要となる職員の増員はどうできるのか、また地元の消防団との連携はどうなっ

ていくのか、そして何といっても消防職員の処遇の在り方、また勤務体系が重要なこれからの

課題になろうと思いますし、多くの不透明な部分、疑問の点が強くあることも事実だろうと思

います。 

　市民の命と暮らし、財産を守る消防現場のプロフェッショナルの集団が消防の皆さんである

わけですので、決して将来に禍根を残すことがあってはならないと思います。そのことを強く

申し上げながら、私の一般質問、一問一答による質問を終わります。ありがとうございまし

た。 

○議長（西本良平）　６番山本康博議員。 

　　　　　　〔６番　山本康博議員発言席〕 

○６番（山本康博）　参政党の山本康博です。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

　今回通告させていただきました内容は、ＡＩエージェント、ＡＩ関係の事柄について質問を

行ってまいります。ＡＩエージェントを利用したＤＸ推進と、２つ目として学校教育における

ＡＩ教育という大きな２点、質問させていただきますので、どうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

　ＤＸという言葉が叫ばれ始めて久しいわけですけれども、今やＤＸは取り組むべき課題では

なく、できて当たり前のベースラインになっていると思います。そして今、その次のステージ

へ世界は急速に移行しています。生成ＡＩの登場からＡＩエージェントの時代へと突入してい

るわけです。 

　ＡＩエージェントとは、単に質問に答えるだけでなく、自ら計画を立て、複数のツールを組
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み合わせ、目標に向かって自律的に行動するＡＩということです。人間の指示を待つだけでな

く、業務そのものを代替、自動化できる段階に来ているわけです。令和７年５月の第217回通

常国会において、人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律、ＡＩ法が参院で

成立いたしております。９月の全面施行では、国は具体的な調査、指導を行える権限が盛り込

まれ、同年12月には信頼できるＡＩによる日本再起を副題とした人工知能基本計画が閣議決定

されました。 

　先日、総務省の担当者と直接面談をし入手した情報によりますと、令和８年度のＡＩ関連予

算は前年度比2.6倍に急拡大しています。ＡＩを使う利活用推進に438億円、ＡＩを作る開発力

強化に4,519億円、地方交付税交付金にもＡＩ関連の割当てが実施されています。総務省の担

当者からは、ぜひ自治体に活用してほしいとのお言葉をいただいています。南国市はその気に

なれば、今すぐ動ける財源が存在するということになります。 

　市長にお伺いいたします。 

　ＡＩエージェントを含む最新のＡＩ技術の進展について、市としてどのような認識をお持ち

でしょうか、お答えください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　生成ＡＩやＡＩエージェントをはじめとする先端技術の進展は目覚まし

く、社会の在り方や行政サービスを一変させる可能性を秘めていると認識しております。本市

におきましても人口減少や職員採用の厳しさは重大な課題であり、限られた行政資源の中で市

民サービスを維持、向上させていくためには、これら最新技術の力を利用していく必要がある

と考えております。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　ありがとうございます。 

　第５次南国市総合計画の９ページには、社会潮流としてSociety5.0の実現に向けた社会変革

が進んでいることが明記されています。47ページでは、情報ネットワーク整備の推進、71ペー

ジでは５市協働の標準化、クラウド移行がうたわれています。計画書には、明らかにＤＸ推進

が宣言されています。 

　では、実態はどうでしょうか。昨年12月の私の質問で明らかになったのは、令和６年度時点

での全ての部署の申請手続1,876件のうち、電子化が可能と考えていたのは382件、そのうち完

成しているのは僅か125件で、全体の７％弱という状況でした。それから半年が経過しまし

た。Society5.0に向けた流れがある中、第５次南国市総合計画に掲げているＤＸの推進状況に
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ついてお聞かせください。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　本市におきましてもSociety5.0の実現に向け、市民の利便性

向上と行政効率化を目指し、ＤＸの取組を推進しております。 

　最近の具体的な例といたしましては、戸籍証明書や納税証明書などの各種電子申請サービス

を開始いたしました。また、７月開催予定の本市単独の移住イベント、南国女子ゆるっと会の

参加申込みやまほろば祭りにおける協賛手続など、身近な行政サービスやイベントにおいても

オンラインによる手続を導入しております。これらはまだ一歩踏み出した段階ではございます

が、徐々にＤＸの取組は進んでおり、今後も市民の皆様が効果を実感できるよう、さらなるデ

ジタル化と行政サービスの向上に努めてまいります。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　では、47ページの情報ネットワーク整備の進捗と効果、71ページの５市

協働によるクラウド移行のこれまでの実績と効果についてもお答えください。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　情報ネットワーク整備の各項目につきましては、既に端末配

備などが進んでおりますＧＩＧＡスクール構想などの教育分野は別といたしまして、全体とし

てＤＸの取組の部分が遅れていると考えております。特に各産業部門での地域課題の解決に向

けては、これからの取組という面が強いと思っております。 

　これは、まず行政のデジタル化による基盤づくりをしっかりと固め、それを土台として地域

課題の解決へとつなげていくという段階的な取組を進めているためでもあります。この土台づ

くりに向けた具体的な取組として、例えば業務効率化につながる自治体用生成ＡＩの導入を間

近に控えているほか、本年度からは災害情報共有システムを新たに導入いたしました。現在は

職員が使用方法を学んでいる段階であります。 

　このように一歩一歩基盤整備が進む中で、何よりも大切であるのは職員一人一人の意識改革

とデジタルに親しみ、使いこなせる人を育てることだと考えております。便利なシステムを導

入しても、それを使いこなせる人がいなければ、その効果を得ることはできないと思っていま

す。今後とも新たな技術を上手に活用できる職員の育成を一番の軸に据え、着実にデジタル化

を推進していきたいと考えております。 

　次に、５市協働による標準化クラウド移行の状況につきましては、現在香美市、香南市、安

芸市、室戸市と共同で基幹系システムを調達しており、初期費用及びランニングコストを抑制
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できております。現在５市の担当者が相互にシステムの仕様や運用に関して情報共有するな

ど、連携を図ってガバメントクラウドへの移行を進めており、移行を進めている20業務のうち

16業務が本年10月に完了する予定となっております。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　今課長のほうから答弁ありました中で、デジタルに親しみ、使いこなせ

る人を育てるというのがありました。そして、慣れるということもあるかもしれませんけれど

も、私がシステム開発の会社をやっていたときにいつも考えていたことは、知らない、初めて

使うユーザーがすぐに分かる、そのようなインターフェースを作るべきという考え方がありま

した。マニュアルがなければ使えないでは、作っているそのシステムが悪いんだというふうな

認識を持っていたので、そんな認識も持ちながら、ぜひ今後の導入、運用を検討していただけ

ればというふうに思います。 

　電子申請システムについて、完成件数はどこまで増えたのかお聞きします。伸び悩んでいる

場合は、その原因は何か、県への相談状況、スピードアップのための工夫など、その手応えな

どもお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（西本良平）　情報政策課長。 

○情報政策課長（徳平拓一郎）　電子申請システムの利用状況を確認すると、令和７年度申請

件数は2,586件で、令和６年度の2,118件と比較しても22％増加しております。また、作成した

申請様式の中で10件以上の申請があった数は、令和６年度末時点の47から現在は72まで増加し

ており、システム利用が進んでいると分析しております。令和７年度に開始した代表的な手続

は、母子手帳交付予約、開栓や閉栓、水道使用者の変更手続、粗大ごみの受入れ事前予約など

がございます。また、高知県主催のシステム研修への出席や、情報政策課職員による様式作成

支援により、システム活用のスキルを持つ職員も増加傾向にあります。今後も現在の取組を継

続し、電子申請の利用率向上に努めます。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　ぜひとも進めていただきたいと思っています。よりスピードアップを図

っていただけるならというふうにお願いします。 

　これまで生成ＡＩは、質問して、それに対してネットで調査し回答するというものでした。

この調査し文章をまとめるなどの性能は、大変優れたものです。ところが今、ＡＩエージェン

トなるものがリリースされました。これは自立型で、指示される仕事を自分で考えて処理する

能力を獲得しています。例えば、システム開発においてはＡＩエージェントの能力が私の想像
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を超えており、感動するレベルになっています。つまりこれまでどの企業や行政でもシステム

開発は外注が常識であり、内製化は専門技術や経験が必要であるばかりでなく、属人的である

ため継承できないと避けられてきたかと思います。しかし今、その常識は完全に崩れました。

生成ＡＩやＡＩエージェントの急速な進化により、少人数、低コスト、高度な継続性が可能と

なり、内製化が現実のものとなりました。今すぐ始められる状況です。 

　次のような技術を言います。ＡＩエージェントにおいては、アンソロピック社のＡＩエージ

ェントであるＣｌａｕｄｅ　Ｃｏｄｅ、ＧｉｔＨｕｂ社が提供しているＧｉｔＨｕｂ　Ｃｏｐ

ｉｌｏｔなどもあります。そもそもＡＩエージェントとは、コンピューターの中にいるとても

賢いお手伝いさんというふうに考えられます。普通のコンピューターでは、人間がボタンを押

す、文字を入力するなど、一つ一つ細かく指示をしないと動きません。でも、ＡＩエージェン

トは、何々をやっておいてと大まかにお願いするだけで、自分で考えて、自分で動いて、最後

まで仕事やり遂げてくれます。例えば、市役所の職員さんが、来月の市民向けイベントのお知

らせ文を作って、関係する部署にも伝えておいてと頼んだとします。普通のパソコンなら、職

員さんが自分でお知らせ文章を書いて、自分でメールを送らなければなりません。しかし、Ａ

Ｉエージェントなら、お知らせ文章を自動で作り、関係する部署を自分で調べ、メールを自動

で送り、完了しますと報告するまで人間が一々指示をしなくても、自分で考えながら順番にや

ってくれます。もちろんその間には職員の確認作業を入れる工程をも教えておけば、それをＡ

Ｉエージェントが尋ねてくれます。 

　ＡＩエージェントは今、身近なところで少しずつ使われ始めています。例えば、市役所の窓

口で住民の質問に自動で答える、書類のミスを自動でチェックする、職員さんが時間のかかる

作業を短い時間で終わらせる、こうした使い方が広がることで、職員さんはより大切な時間に

仕事に集中できるようになります。 

　次に、ＡＩエージェントでのプログラムの開発とは、ＡＩエージェントに業務に必要な知識

を覚えさせて目的を伝えると、勝手に必要な機能を実装したプログラムを組み上げてくれま

す。プログラムの知識のない人がプログラムを組み、運用することができるまで仕上げてくる

のがＡＩエージェントのすばらしいところです。また、実現したいことをどうやるのかを聞く

と、その方法を教えてくれ、さらにプログラムを作成してくれます。まるで高度な技術を持っ

たプログラマーを雇っていると同じような感覚で利用することができるのがＡＩエージェント

です。そして、ＡＩエージェントは、ホスティングサービスやサーバーやデータベースやメー

ル転送やセキュリティー対策、ＳＥＯ対策など、ありとあらゆる知識を持っており、それを実
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装する力も持っている本当に優秀なプログラマーのようなものです。この技術スタックを活用

し、少人数、低コストで行政システムを内製化できる時代が到来しているわけです。市はこの

現状をどのように認識しており、導入に向けてどのような方針をお持ちか、お伺いいたしま

す。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　ＡＩエージェントやノーコードツールにより専門的なプログ

ラミング技術を持たない一般の職員であっても、業務に必要なシステムを自ら構築できる内製

化の時代が到来しつつあることは認識しております。一方で、行政内部の事務にＡＩを本格的

に活用する場合には、いわゆる３層分離の枠組みの中で、セキュリティー設定、ネットワーク

分離、ログ管理、認証連携など、市民生活に直結する情報を扱う業務の安全性と継続性を確保

するための基盤整備は不可欠であり、導入につきましては慎重にならざるを得ないと考えてお

ります。まずは生成ＡＩの活用をしっかり進めていきたいと考えております。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　担当の企画課長、情報課長等と話すと、いつもセキュリティー、個人情

報という懸念をおっしゃいます。それは、情報管理の面ではとても重要な面であると私も認識

を共有しているところです。そこで、それならまず個人情報を扱わない安全な領域から着手

し、小さな成功体験とノウハウを蓄積することができるのではないでしょうか。 

　以下のような領域が対象として考えられます。 

　ごみの分別案内のチャットボット、公共施設、スポーツ施設の設備の照会や予約システム、

観光モデルコースの自動生成、目的地までの最適のルートを提示、つまり公共交通、タクシ

ー、シェアサイクル等を組み込んだルートの自動生成、イベントの申込みフォーム、補助金の

情報、パブリックコメント、保育関連情報などの公開アナウンス配信など、結構あると思って

います。補助金情報、パブリックコメントの募集、保育園の空き情報などは、市が発信するア

ナウンス情報をあらかじめ受け取りたいと登録した市民へ自動的に届ける仕組みなども問題が

ないでしょう。既に学校関係については、ＬＩＮＥで一部実現しています。 

　つまりメール、ＬＩＮＥなど、既存のチャンネルと連携することで、情報を探しに来なくて

も必要な人に必要な情報が届く、プッシュ型行政サービスを低コストで実現できるようになっ

たということです。さらに補助金、給付金、各種支援制度について、自分はその対象になるの

かをサイト上で簡単に確認できる診断ツールなども内製開発の対象になると思います。知らな

かったので申請できなかったという市民の機会損失を極力なくし、支援制度を必要な人に届け
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る、感謝されるサイトの実現につながると考えます。 

　これらの個人情報がない項目から内製化をスタートさせたらどうでしょうか。問題や障害の

あることは何もないと考えられますが、市の見解をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　企画課長。 

○参事兼企画課長（田所卓也）　住民サービスとして、自治体が使うシステムについては個人

情報を扱わない場合においても正確性や継続性が求められ、保守管理やトラブル対応に関する

作業も発生いたします。また、内製化を持続的に行うためには、技術を扱える職員の育成や運

用、保守を担う体制の確保も重要であり、現時点では内製化へ移行することは難しい状況であ

ります。 

　内製化を進めるに当たっては、ＡＩエージェントなどのＡＩ技術をしっかりと理解した上

で、全ての作業を職員自らで行うことになりますので、職員の人件費や作業時間などを総合的

に勘案して検討する必要があると考えております。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　今の御答弁に対してですけれども、まずＡＩエージェントを使って、ど

ういうものなのか、それを知らなければ総合的に勘案すること自体も不可能だというふうに考

えます。そして、ＡＩエージェントはどのような能力を持っているのか、職員が、全く知らな

い職員がどういうところまでできるのか、ＡＩが何を知って何を知らないのか、これ使わない

限りは絶対に分からない話なんですね。ですから、ぜひそのあたりもまずは使って、その内容

を確めていただきたい、そのことをお願いしたいと思います。 

　さて、答弁にあったように、ＡＩが書いたコードは安全なのかという懸念があるかもしれま

せん。今回提案する技術スタックは、アプリケーション層だけでなく、データベースの深層部

にまでセキュリティーが多層的に組み込まれており、内製化であっても高い安全水準を確保で

きるようになっています。少し専門的になりますけれども、データベースにおいてはローレベ

ルセキュリティーが実装されているものがあります。つまりシステム側での対策とＤＢ側での

対策という、二重防衛の仕組みを実現できています。また、認証システムにおいても、例えば

ですけれどもＧｏｏｇｌｅ　ＯＡｕｔｈ認証、ＡＩエージェントによるセキュリティーチェッ

クなど、通信やＤＢ、暗号化なども利用できるような状態になります。これらの多層的な安全

設計により、高度なシステム委託なしに責任ある内製化が十分に可能です。また、作成したシ

ステムがハッカー攻撃に対応できるのか、ストレステストなどもＡＩエージェントが教えてく

れます。分からないことは、ＡＩエージェントから広範囲の知識情報を取得すればよいと思い
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ます。 

　さて、市が予算を投じて支援している団体や公共施設のウェブサイトについても、ＡＩエー

ジェントを使って改善すべきことがあることを指摘させていただきます。 

　商工会は、地域の最前線で奮闘している企業、事業者を束ね、共に成長を目指す地域経済の

牽引役であるべき組織です。南国市は、商工会に対しても多額な支援を行っています。だから

こそ、その支援に見合った成果を強く求めたいと思います。しかし、現状のホームページを見

ると、その期待に応えているとは到底言えません。会員企業は全件掲載されていない、サイト

が会員向けのサイトだけで、会社の販売を支援する、そのような機能は一切持っていません。

さらに、商工会館は貸会場としても利用できるはずですが、その情報は一切ありません。地域

の中で最も先進的であるべき商工会が、この状況に強い驚きと危機感を覚えます。これは単な

るホームページだけの問題ではなく、地域経済全体の底上げを担う組織としての姿勢が問われ

ると思います。 

　市長、担当者は商工会のホームページを御覧になったことはあるでしょうか。多額の支援を

投じている以上、地域経済の牽引役として実質的な成果を出せるよう、市が本気でリーダーシ

ップを取り、ウェブサイトでのインタラクティブなサイトへの改革の必要性を伝え、リーダー

シップを図る必要があるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　南国市商工会は、議員がおっしゃるとおり、本市の中小企業者

や小規模事業者を支え、地域経済を牽引する重要な役割を担う組織であると認識しており、市

としてもその機能が発揮されるよう支援を行ってきたところでございます。また、なんこく生

活応援チケットなど、市の事業について御協力いただいていることもあり、事業の関連の相互

リンクを貼るなど、商工会のホームページは随時確認しております。 

　南国市商工会のホームページにおいては、議員御指摘のとおり、会員情報の網羅性や会員事

業者への支援、支援施策の情報発信等の観点から、改善の余地があるものと認識しておりま

す。なお、商工会館の貸し館に関する情報については、今年度貸し館部分の施設改修を実施す

ることから、改修後に貸し館情報の周知を図る計画であるとお聞きしております。議員御提案

の手法によって、専門的な知識や経験、技術がなくとも低コストで様々な仕組みを構築するこ

とができるならば、非常に効果的だと思います。まずはＡＩエージェントの活用方法やホーム

ページの内製化がどのようなものであるかについて学ぶなど、情報収集し、費用対効果や情報

管理、運用体制など、その可能性について南国市商工会と情報共有してまいりたいと考えてお
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ります。以上でございます。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　続きまして、観光協会のサイトは観光地、買物、グルメ等の店舗登録数

が著しく少ない状態です。私が知っている地元の店舗さえ掲載されてない例があります。店舗

自身が自分で登録、更新できる、そのような機能を実装すれば、各事業者が能動的に情報発信

できます。さらにイベント情報、ショート動画の投稿機能を設ければ、各店舗が自ら差別化を

図り、顧客への訴求力を高めることができます。さらにその店舗を利用したお客様が評価する

などの双方向機能を実装すれば、さらにお店や企業はブラッシュアップして、顧客満足度に意

識が向き、改善が期待できると思います。 

　観光客の誘客を強化するためにも、お店、企業の情報をしっかりとオープンしていかなけれ

ばならないと考えますが、観光協会のサイトに対して、市の見解をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　南国市観光協会ホームページにつきましては、協会員を中心に

観光施設や飲食店等の情報を掲載していることもありますが、掲載数が限定的であることや情

報の更新方法などにおいて、ホームページへ訪れた方への訴求力において改善の余地があるも

のと認識しております。議員御提案の掲載店舗が能動的に発信した情報を反映できる仕組みづ

くりや双方向性のコンテンツの導入は、ホームページの魅力を向上し、観光客のみならず近隣

住民の方への訴求力を高め、来店効果が期待できるものと考えます。 

　一方で、掲載店舗等による更新機能の導入や観光客等による評価機能など、双方的な機能の

実装に当たりましては、不正確な投稿や不適切な投稿に対する監視、特に誹謗中傷等によるト

ラブルを防止するための仕組みや発生時の対応など、管理体制の構築や運営主体となる観光協

会の運用負荷の見極めなど、整理すべき課題もあるものと考えます。 

　市といたしましては、観光協会のホームページとしてどのような情報発信が最も効果的なの

か、他の観光協会の先進的な取組を参考にしつつ、議員御提案のＡＩエージェントツールの活

用について、観光協会と情報共有してまいりたいと考えております。以上でございます。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　じゃあ続きまして、SpaceFactoryのホームページが開設当初から更新さ

れず、市長のコメント動画がそのまま残っている現状を市長はどのように受け止めていますで

しょうか。毎年この企業に4,000万円近いお金を入れているのですから、内製化できるこうし

たＡＩエージェントツールを紹介すべきだと思います。このたび入館料を有料化したこともあ
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り、駆動型ホームページにリニューアルして、SpaceFactoryの魅力を伝え、入館者を10倍、

20倍にさせる努力が必要だと思います。高知信金の外郭団体からも多額の予算が投じられた現

在、もっとしっかりこのサイトもリフレッシュすることが大事ではないかと思いますが、どの

ようにお考えでしょうか。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　海洋堂SpaceFactoryなんこくのホームページにつきましては、

本施設が本市への観光誘客や中心市街地をはじめとした地域の活性化に資する施設であること

から、本施設がもっと魅力を効果的に発信することは重要であると認識しております。本施設

での企画展やイベント情報などの広報等に努めてきておりますが、ホームページには開設当初

からのコンテンツがそのままになっているものもありますので、より魅力的で利便性の高いサ

イトへと改善してく必要があると考えております。 

　議員御提案のＡＩエージェントを活用することによるホームページ運営の内製化やホームペ

ージのリニューアルなどは、機動的な情報発信が可能となるなど、魅力発信の強化につながる

取組になり得るものと思うところでございます。一方で、海洋堂SpaceFactoryなんこくのホー

ムページはオンラインストアにもつながっていることから、ホームページの内製化に際しては

管理方法や運用費用、決済等について、しっかりとした確認が必要になるものと考えておりま

す。 

　このたびのリニューアルオープンと展示リニューアル部分の有料化は、これまで以上に来場

者の満足度を高めることに加え、観光誘客、中心市街地をはじめとする地域活性化に寄与でき

るような情報発信が重要だと考えておりますので、議員御提案のＡＩエージェントツールの活

用について、指定管理者である株式会社海洋堂高知と情報共有してまいりたいと考えておりま

す。以上でございます。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　販売サイト等の事柄なんですけれども、作成や決済システムの開発もＡ

Ｉエージェントで可能です。決済代行サービスを組み込むことも全く問題なくできますので、

そのあたりも安心して使っていただきたいなというふうに思います。 

　次に、西島園芸団地についても顧客との接点をデジタルに広げる余地があります。ファンが

公式サイトから登録すれば、新着情報がメールやＬＩＮＥで自動的に届く仕組みを駆動型サイ

トで実現できます。ほかの優れた企業サイトを参考に、顧客に能動的にアプローチをする手段

を取り入れるよう、市が積極的に指導すべきです。御見解をお聞かせください。 
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○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　西島園芸団地につきましては、本市の重要な観光施設であり、

本施設が多様化する観光客等のニーズに対応し、施設や商品の魅力を高め、発信を強化してい

くことは重要であると考えております。現在の西島園芸団地のホームページ等には、メルアド

やＬＩＮＥをお客様が登録する仕組みが構築されており、登録いただいたお客様には西島園芸

団地からタイミングを見計らって新着情報やイベント情報を発信しております。 

　西島園芸団地における情報発信につきましては、生産計画や商品価値を高めるためのブラン

ド戦略などのこともあると思いますので、市といたしましてはデジタル活用に対する課題や方

向性などをお聞きしながら、西島園芸団地が主体的にどのような取組ができるか、ＡＩエージ

ェントツールの活用なども含め、情報共有してまいりたいと考えております。以上でございま

す。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　続きまして、土曜市についてはそもそもホームページが存在しません。

南国市を代表する地域のにぎわいの場でありながら、観光客や初めて訪れる市民が、どこで開

催されているのか、何時から何時までなのか、どんな出店があるのか調べようとしても、公式

情報にたどり着けない状態です。集客の機会を自ら捨てていると言わざるを得ません。まず、

公式サイトの開設そのものが急務です。その上で出店者自身が店舗情報、商品情報、当日のお

勧めを自分で登録、更新できる機能、ファン登録によるメール、ＬＩＮＥ配信、ショート動画

の投稿機能を備えた駆動型サイトとして構築することで、土曜市の魅力を市内外に積極的に発

信できます。この件についてはどのようにお考えなのか、お聞きします。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　議員御指摘のとおり、土曜市は公式サイトを開設しておらず、

土曜市の情報は現時点では南国市観光協会などに掲載されている情報を見ていただくことにな

ります。ＡＩエージェントツールの活用によって、メール、ＬＩＮＥ配信、ショート動画の投

稿機能を備えた公式サイトを構築し、運用できることが望ましいとは思いますが、公式サイト

を開設するとなると費用も発生いたしますし、土曜市組合員が管理、運営することによる負荷

も気になるところでございます。多くの方が調べる際に使用するグーグル検索やグーグルマッ

プに表示されるグーグルビジネスプロフィールならば費用負担もございませんので、まずはこ

のプロフィール内容を充実させ、情報提供することが現実的な対応ではないかと考えるところ

でございます。以上でございます。 
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○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　先ほどの御答弁で費用の話が少し出ましたので、ちょっと追加で申し上

げておきますけれども、ホスティングサービスをやるサーバーのレンタル費用が発生する可能

性を指摘されているんだと思いますが、現在新しい技術でＶｅｒｃｅｌという技術がありま

す。これは既にもうホスティングサービスすら要らないというふうなサービスが出ております

ので、そのあたりなんかもＡＩに聞いていただければ、答えは分かると思います。 

　次に、南国市のホームページに公民館の一覧はあるものの、平面図、収容人数、部屋の種

別、設備内容が全く分かりません。メールやウェブからの問合せもできず、予約申込みにも対

応していないという状況です。これは、市の基本姿勢が問われる状態だと思います。館長がデ

ジタル対応できない場合は、市役所側で補う方法は幾らでもあるかと思います。南国市立スポ

ーツセンターについても同様に情報が極めて貧弱です。この状況をどのように考えて、今後ど

のように対策するのか、お聞きいたします。 

○議長（西本良平）　生涯学習課長。 

○生涯学習課長（前田康喜）　議員御指摘のとおり、各公民館の平面図、収容可能人数、使用

可能な設備などについて、現時点では市ホームページへの掲載は行っておりません。オンライ

ンによる公民館の予約受付、メールによる問合せ対応につきましては、現在生涯学習課で検討

を進めている状況であり、公民館、体育館、地域交流センターの貸し館事業について、キャッ

シュレス決済の導入も併せて、導入が可能かどうかを判断するため、複数の事業者にデモを実

施していただいております。オンライン予約を実施する場合には、システム導入に際して各公

民館の詳細情報も必然的に必要となるため、情報を整理している状況でありますので、公開可

能なデータ作成が出来次第、市ホームページに公開していきたいと考えております。 

　市立スポーツセンターのホームページにつきましては、指定管理者である特定非営利活動法

人まほろばクラブ南国とも協議し、市ホームページの更新に合わせて更新したいと考えており

ます。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　現在、複数の事業者にデモを実施してもらっているという御答弁でし

た。こちら側がぜひどういうふうな技術が使われ、どういうふうなものがコストとして上がっ

ていくのか、これもぜひＡＩで調べてみてください。非常に今、低価格でできるものを高額で

導入することはないように、くれぐれもお願いいたします。 

　次に、道の駅南国風良里は、地元農産物、飲食、物販が一体となった南国市を代表する観光
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産業の拠点です。しかし、公式サイトを確認すると、その拠点の魅力はデジタル上で残念なが

ら発信できていない現状が見えてきます。例えば、イベントの情報の掲載がない、ＳＮＳへの

リンクがない、予約機能がない、会員登録、メルマガ、ＬＩＮＥ連携が一切ない、オンライン

販売はＹａｈｏｏ！ショッピングに丸投げなど、気になるポイントがあります。道の駅という

集客力のある施設でありながら、訪れた人をリピーターとして取り込む仕掛けが弱いと思いま

す。観光客が一度来て終わりでは、地域経済への継続的な波及効果につながりません。低コス

トで駆動型サイトを内製化できるため、ファン登録、ＬＩＮＥ自動配信、オンライン予約、イ

ベント告知を備えたサイトが実現できます。独自の顧客資産を蓄積できる販売プラットフォー

ムの整備についても検討を求めます。見解をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　農林水産課長。 

○農林水産課長（川村佳史）　道の駅南国風良里は、南国市の魅力を発信する拠点施設であ

り、デジタル技術を活用した情報発信の重要性につきましては認識しているところでございま

す。しかしながら、道の駅南国風良里の指定管理者である株式会社道の駅南国は、限られた人

員の中で風良里の経営、運営を行っており、人員体制の問題などから、御指摘のとおり顧客情

報や購買履歴を施設側で十分に蓄積、活用できておりませんし、レストランのオンライン予約

も行っておりません。また、メールマガジンによる情報配信など、来訪者や購入者と継続的に

つながるための取組につきましても、十分に対応できていないのが現状と伺っております。 

　議員御提案の手法により、専門的な知識や経験がなくとも低コストで情報発信や販売の仕組

みを構築することができるならば、非常に効果的だと思いますので、まずはＡＩエージェント

による内製化がどのようなものであるかについて学ぶなど、情報を収集し、費用対効果や情報

管理、運用体制など、実現可能性について株式会社道の駅南国と情報共有してまいりたいと考

えております。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　続きまして、ふるさと納税の紹介ページにおいても、使途説明が１行の

文章のみというのは、数億円もの寄附をいただいている方々への感謝の姿勢としてあまりにも

不親切です。市長のコメントも一切ありません。寄附者の思いに寄り添うコンテンツが必要だ

と思います。 

　また、返礼品を出品してくださっている事業者を丁寧に紹介するページを南国市としても独

自に内製化し、事業者支援につなげることも十分可能です。この件について、市長はどのよう

にお考えでしょうか。市長のコメント動画やショート動画の制作、返礼品出品事業者の紹介ペ
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ージの整備など、寄附者への感謝を形にするコンテンツの充実に取り組む意向はあるでしょう

か。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　今のところ寄附者への感謝の気持ちを形にする取組につきましては、寄

附者の皆様にお送りしております寄附金受領証明書等に寄附のお礼のメッセージを掲載して、

感謝の意をお伝えしておるところでございます。 

　また、寄附金の使途や事業の成果につきましては、寄附者の皆様に継続的に情報をお届けす

ることが重要であるというように考えております。その方法としましては、まずは動画コンテ

ンツや専用ホームページを設けるのではなく、これからの取組としては、過去に御寄附いただ

いた方へのメールマガジン等に寄附金の活用状況などと新たな返礼品情報などを共に直接お届

けすることによりまして、寄附者との継続的な関係づくりやリピーターの獲得につなげていき

たいと考えており、そのことにより寄附者の皆様に感謝の気持ちをしっかりお伝えできるよう

に取り組んでまいりたいと考えておるところでございます。以上です。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　まず、寄附をしてくださった方に対してお礼をされているということ

で、私も南国市へ寄附はできませんので、それを承知しておりませんでしたけれども、そのよ

うな対応も本当にありがたいことです。しかしながら、やはりホームページでの掲載、これは

これまで市長がどのようなことをやって、その寄附してくださった方に対してお礼をされてる

のかということを、これから寄附をしてくださるような人たちに向けても発信できる場面でも

ありますから、それも考えていただきたいというふうにお願いしておきます。 

　これら全てのサイトに共通する問題の根幹は、自分たちで作れない、更新できないという外

部依存の体質にあります。内製化が実現すれば、担当者が自らコンテンツを作成、更新でき、

費用負担を大幅に抑えながら、スピード感を持って情報を発信することができます。コスト削

減真っただ中のこの状況において、低コストで高い成果を生み出せる手段を活用しない理由は

ありません。また、この内製化のための勉強会を開催することも可能でしょう。市長のリーダ

ーシップで南国市の企業やお店の売上アップに十分貢献できる基盤を皆でつくり上げることが

できます。南国市においてもＤＸからＡＩエージェントまで、現在使える技術をしっかり活用

して、売上げのアップ、観光客の増員に資する取組を行う必要があるのではないでしょうか。

市長の見解をお尋ねします。 

○議長（西本良平）　市長。 
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○市長（平山耕三）　山本議員の御指摘のとおり、観光客の増員や地域の情報発信において、

デジタル技術の活用は多様化する観光ニーズへの対応などに有効な手段であると認識しており

ます。一方で、これらの技術は日進月歩で変化しておりまして、導入に当たっては費用対効果

やセキュリティーの確保、また市民の皆様や事業者の皆様が使いやすい仕組みであるかなど、

検討すべき課題もあるのではないかと考えております。 

　最先端の技術がもたらすメリットを十分に理解しつつも、まずは先進的な自治体の取組事例

や技術の動向について、しっかりと情報収集を行いたいと考えております。以上です。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　ぜひとも情報収集を積極的に進めていただき、できるだけまずは使って

みるということをやっていただきたいとお願いいたします。 

　先日の委員会視察で３つの自治体を訪問しましたが、各議会はいずれもタブレットによるペ

ーパーレス議会を実現しており、率直に申し上げて肩身の狭い思いをしました。しかし、南国

市議会も動いています。現在、議会では独自のウェブシステムをＡＩエージェントで開発し、

そしてテスト運用を開始しました。議案資料の共有、委員ごとの手書きメモ、マーカー保存、

スケジュール管理等リマインド機能、特筆すべきはこのシステムが専門のシステム会社への委

託なしに認証システムやセキュリティー設計を含めて内製化で構築されているという点です。

今後は協力していただける同僚議員にも、内製化によるシステム開発に協力していただく予定

です。こうして議会が既にこれを実証しているわけです。執行部側がこの波を無視し続けるこ

とは、もはやできないのではないでしょうか。 

　ＡＩが単なるタスク処理を超え、複雑な意思決定を補佐するＡＧＩ、汎用人工知能の時代

が、専門家の予測では１から２年以内に到来すると言われています。現在の企画課等の枠組み

だけでの対応が可能なのかも疑問となるところです。組織横断的に牽引する専属のチームを設

置して、職員のスキルを上げることが必要になるのではないかとも思います。国の地方交付税

交付金にＡＩ関連の予算が割り当てられている今、財源がないという言い訳は通用しません。

議会でのＡＩエージェントの活用による内製化の実績を踏まえ、市役所業務においても同様の

アプローチを導入すべきと考えます。そして、行政業務へのＡＩ実装、また生成ＡＩやＡＩエ

ージェントの活用など、それらのロードマップの策定、そして専属チームを組織、起動して、

運用できるまでのチームが伴走することが必要ではないかと考えますが、市長のお考えをお聞

かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 
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○市長（平山耕三）　本市では、南国市ＤＸ推進計画に基づきまして、市民の利便性向上と職

員の業務効率化、負担軽減に向けた取組を進めておりますが、議員御提案の行政業務、ＡＩ実

装ロードマップの策定や、議会での実績を踏まえたＡＩエージェントの活用というアプローチ

につきましては、今後の業務の在り方を検討する上で一つの重要な視点であると受け止めると

ころでございます。 

　本市におきましては、まずは間もなく運用を開始します自治体向け生成ＡＩの着実な定着を

まずは図り、職員の業務への習熟を進め、ＡＩエージェントの活用はその運用の先にある次の

ステップであると考えております。 

　また、組織横断的な専門チームの設置についてでございますが、現在は各職場にＤＸ推進委

員を配置し、全庁的な底上げを図っている段階であります。高度なＡＩ実装を牽引する専門チ

ームの組織化となりますと、デジタル技術に精通した職員を人選する必要があると考えており

ますので、現時点ではなかなか難しいと考えております。しかしながら、令和10年度までの計

画期間の中で、市民目線で組織横断的に課題解決ができる職員を育成するとともに、行政内部

のＤＸを進めることにより、職員がＡＩやＤＸの利活用につきまして考える時間を創出してい

きたいと考えるところであります。以上です。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　ありがとうございます。 

　総務省から地方交付税交付金にＡＩ予算が割り当てられているという情報を得ています。こ

の財源を内製化推進、ＡＩ導入に積極的に活用する意向はあるのかをお聞きします。 

○議長（西本良平）　財政課長。 

○参事兼財政課長（溝渕浩芳）　地方交付税にＡＩ関連予算が割り当てられているとのことで

すが、デジタル化の費用といたしましては、令和３年度から地方交付税の算定に用いられる基

準財政需要額に地域社会のデジタル化を推進するための費用として、新たに地域デジタル社会

推進費が創設され、令和７年度からは担い手不足が急速に深刻化するおそれがある中、デジタ

ル技術を活用した行政運営の効率化、地域の課題解決等に向けた取組を進めるため、地方財政

計画の一般行政経費の中にデジタル活用推進事業費が創設されております。基準財政需要額の

地域デジタル社会推進費の算定に用いられる数値は、人口、高齢者人口、障害手帳をお持ちの

方の人数、事業所数等となっております。 

　また、デジタル活用推進事業費につきましては、住民サービスの提供に必要なシステムの導

入や住民利用の情報通信機器、住民サービスの提供に必要な職員利用の情報通信機器の購入、
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地方公共団体及び公共的団体等による地域課題の解決に資するシステムの導入及び情報通信機

器等の整備を対象としております。いずれにしましても、普通交付税は使途の制限のない一般

財源となっております。行政といたしましては、ＡＩの活用は必要と考えておりますので、内

製化の予算につきましては予算編成の中で総合的に判断していきたいと考えております。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　ぜひともよろしくお願いいたします。 

　これまで様々なＡＩ、ＡＩエージェントについて質問をしてきました。この時代、本当にす

ばらしい時代が来ているというふうに思います。誰もがシステム開発ができたり、誰もが動画

を作ったり、誰もが画像を作ったり、音楽を作ったり、もう様々なことが今できる時代になり

ました。注意しなければいけないこともいろいろあります。 

　そこで、今回学校教育におけるＡＩ、それについて質問をさせていただきたいと思います。 

　ビジネス関連サービス提供関連について質問をさせていただいているわけなんですが、ＡＩ

に使われる側になってしまうという問題、これがあると思って、それは危機感として持ってい

ます。ＡＩの導入によりホワイトカラーの労働環境が縮小するという話が盛んにされています

が、ブルーカラーの現場においても同様にＡＩ搭載ロボットの導入は進みます。ホワイトカラ

ーからブルーカラーへという単純な思考では、もはや子供たちの未来を守っていくことはでき

ないのではないかと思います。 

　そこで、ＡＩが得意とするのは、情報収集、知識量、文章生成、データ分析、定型作業の自

動化です。一方、ＡＩには自ら課題を見つける力、ゼロから価値を生み出す創造力、感情への

共感、倫理的判断ができません。ＡＩが出す答えは、過去の延長線上にある正解であり、新し

い問いを立てることはできないわけです。 

　学校教育課にお伺いします。 

　現在、小中学校におけるＡＩに関する授業の内容と実施状況をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　学校教育課長。 

○学校教育課長（池本滋郎）　昨年度より市内の２中学校で対話型ＡＩを活用した学習支援実

証研究事業が実施されております。 

　実証校では、教科にかかわらずＡＩを活用した課題解決や家庭学習を行っております。ＡＩ

を活用することで能動的に学習に向かったり、個別最適な学びを補完したりすることができて

いるといった報告が上がっている一方で、ＡＩの回答をコピー＆ペーストして自分の考えにし

たり、ＡＩが即座に答えを示してくれない場合は思考放棄したりという様子も報告されており
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ます。ＡＩは答えを出す道具ではなく、思考を深めるためのパートナーであるというリテラシ

ー教育の再定義を行うとともに、学校教育においてはどのプロセスでＡＩを活用することがよ

いのかについての活用場面の精査と、実際に使用できる環境整備を進めていく必要があると考

えております。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　ＡＩ時代における今後の教育について、次の３つの必要があると思われ

ます。１、課題を見つける教育、２、ＡＩを最強のパートナーとして使いこなす技術リテラシ

ー、３、非認知能力と人間性の再評価、この３点であると言われています。 

　第１の記憶から正解を探す教育から課題を見つける教育へという内容なんですが、何が問題

なのか、なぜそれを解決する必要があるのかという問いを自ら立てる力を養うことが肝腎で

す。これからの人間には、そもそも何が問題なのか、どのような問いを立てるべきかをゼロか

ら見つけ出す課題発見能力が求められるようになるそうです。 

　現在、文部科学省が総合的な探究の時間などを通じて探究学習を強く推進しているのも、自

ら課題を設定する力を養うことが明確な目標となっているためとのことです。 

　第２に、ＡＩを最強のパートナーとして使いこなす技術リテラシーの徹底、これについて文

部科学省が発表している、初等、中等教育段階における生成ＡＩの利用に関する暫定的なガイ

ドラインなどにおいても、ＡＩを単に排除するのではなく、その仕組みや限界、不正確な情報

を出力するリスクなどを理解した上で、使いこなす力を育成することが推奨されています。出

力された結果を批判的に吟味し、自分の思考を深めるための壁打ち相手やパートナーとして起

用することが言われています。 

　第３の非認知能力と人間性の再評価です。非認知能力とは、共感力、やり抜く力、リーダー

シップ、倫理的判断、レジリエンス、ファシリテーションスキル、柔軟力などを意味していま

す。これらこそがＡＩが代替できない最も価値が高い人間の人の資産です。文部科学省が定め

る新学習要領の学力３要素の中にも、学びに向かう力、人間性等が記載されており、ＡＩ時代

だからこそ、人間としての根源的な力が見直されています。まさに人中心の時代が来ていると

言っても過言ではないかと思います。ＩＴがすばらしいと言える面と、ＩＴでは処理できない

面が、ＡＩの発展によって明らかになったように私は感じています。今こそ人間力をつけるた

めに、子供たちの社会における交流能力や、多世代の交流により養われる人間力をつける時代

になってきているのではないでしょうか。 

　課題を見つける教育への転換、ＡＩリテラシーの徹底、非認知能力の再評価の３点に関連し
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て、今後の大切な子供たちを大きく幸せにさせる能力を養うための教育について、その見解と

今後の方針を教育長にお伺いいたします。 

○議長（西本良平）　教育長。 

○教育長（竹内信人）　山本議員が国の方向性とか現在の状況についても全て詳しく報告いた

だきましたので、なぞるような形になるかもしれませんが、私の考えを申し述べさせていただ

きます。 

　議員御指摘のとおり、生成ＡＩをはじめとする技術革新が急速に進む中においては、これま

でのように知識、いわゆる覚えることを中心とした学びだけではなくて、自らの課題を見つ

け、考え、他者と協働しながら解決していく力がますます重要になってくるものと認識してお

ります。 

　以下、３点の御質問についてお答えをいたします。 

　まず、課題を見つける教育につきましては、子供たちが与えられた問いに答えるだけでな

く、なぜだろう、もっとこうできないかと主体的に考える学びを重視してまいります。具体的

には、総合的な学習の時間や地域学習などを通じて、地域課題や身近な問題に目を向け、自分

自身で問いを立てる学習の充実を図ってまいります。特に南国市におきましては、地域とのつ

ながりを生かした学びが重要であり、実社会と結びついた探求的な学習を進めていきたいと考

えております。 

　次に、ＡＩリテラシーの徹底につきましては、ＡＩを単に便利な道具として使うのではな

く、その特性や限界、またリスクも理解した上で適切に活用する力を育てることが必要である

と考えております。例えば、ＡＩが示した情報が常に正しいとは限らないこと、また著作権や

個人情報への配慮が必要であること、また最終的に判断し、責任を持つのは人であることなど

について、発達段階に応じて指導を進めてまいります。 

　最後に、非認知能力と人間性の再評価につきましては、これからの時代だからこそ、改めて

重要になるものと考えております。粘り強く取り組む力、他者と協力する力、自分を律する

力、思いやりや挑戦する意欲など、数値では測りにくい力は人間として社会を生きていく土台

であります。ＡＩが発達する時代においても、いや、そうした時代だからこそ、人と人との関

わりの中で育まれる力の価値はむしろ高まっていくものと考えております。 

　本市教育委員会といたしましては、ＩＣＴやＡＩの活用を進める一方で、子供たちの主体性

や人間性を育む教育を両輪として進め、これからの社会をたくましく生きる力の育成に努めて

まいります。 
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○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　教育長、どうもありがとうございます。 

　本当に大きな変革の今時代、その入り口からもう既に大分進んだ状態、そのように考えてい

ます。なおかつ、そのスピードがあまりにも早過ぎる。こんな時代が来るとは、私も思ってお

りませんでした。本当に子供たちの未来のために、今私たちがしっかりした知識と見識と、そ

して人としてどうあるべきなのか、これを押さえておく必要があると思います。御答弁に感謝

します。 

　先日、先進地視察で訪れた自治体では、ＤＸもＡＩ活用も当たり前のこととして日常業務に

組み込まれていました。第５次南国市総合計画にも、Society5.0の実現とＤＸの推進が高らか

に宣言されています。国は前年比2.6倍のＡＩ予算を投じ、地方交付税交付金にもＡＩ関連予

算を割り当ててきました。議会でも内製化の実績が生まれています。全ての条件がそろってい

ます。あとは市が本気で動くかどうかです。市民の利便性向上、地域ビジネスの成長、安全・

安心な生活の確保を低コストで高い成果として実現できる時代が今まさに来ています。ＡＩ、

ＤＸの推進により、南国市の成長に向けて、市長の力強い意気込みをお聞かせいただきたいと

思います。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　ＡＩの導入やＤＸの推進は、今までも御答弁申しましたとおり、人口減

少が進む本市の持続可能な成長を遂げるためには不可欠であり、時代の大きな潮流であると強

く認識しております。 

　先ほど山本議員から御紹介いただきましたＡＩエージェント、すばらしい技術だと思います

し、それを自分で自由に扱えるようになれば、物すごく業務の可能性というのは広がるという

ように感じます。それにつきまして、やっぱりそういったことを活用できるような人材育成っ

ていうことは、本当に今必要とされておるんだろうなというように思いますが、このＡＩの本

当に急速な進歩っていうのは、本当数年前にＣｈａｔＧＰＴの話が新聞に出てたと思います

と、はやこういうＡＩエージェントの活用と、この目まぐるしく進歩しておるところでござい

まして、これにいかについていくのかっていう、その時代の潮流に乗っていくことができるよ

うにしていくのかっていうのが非常に求められてると本当に思います。 

　一方で、この分野の技術の進歩の速いという状況と同時に、安全性や現場におけます運用の

難しさ、思いも寄らない課題も出てくるのではないかという心配もあるわけでございます。そ

のため最新の動向を注視し、セキュリティーの確保を最優先にしながら、慎重かつ着実に歩み
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を進めていきたいというように思います。 

　ＡＩエージェントの研修会とかもぜひやってみたいなというように思います。他自治体に遅

れることなく、本市の行政システムや事務手続の運用をより改善する方向で、最適な技術を見

極め、取り組んでまいりたいと思いますので、今後とも御指導をよろしくお願い申し上げま

す。以上です。 

○議長（西本良平）　山本康博議員。 

○６番（山本康博）　力強い御答弁、本当にありがとうございます。 

　人がいない、本当に職員も人がいなくてというような話もあります。逆に、それによって

我々はチャンスが巡ってきているとも考えられます。この技術を使って、人為的にやっている

ことをもうＡＩといいますか、システムがそれを担うというようなことも十分にできる時代に

なりましたので、そういうことも考慮に入れながら、ぜひ取り組んでいただきたいなというふ

うに思います。 

　ぜひとも市長自らが積極的にＡＩを活用していただいて利用することで、利用はこんなこと

ができるんだという幅をさらに自覚していただくこともできるかと思いますので、そのことを

お願いしまして、市長、また関係課長の御答弁に感謝し、私の質問をこれで終わります。本日

はどうもありがとうございました。 

○議長（西本良平）　10分間休憩いたします。 

　　　　　　午後２時54分　休憩 

　　　　　　――――◇―――― 

　　　　　　午後３時５分　再開 

○議長（西本良平）　休憩前に引き続き会議を開きます。 

　引き続き一般質問を行います。11番神崎隆代議員。 

　　　　　　〔11番　神崎隆代議員発言席〕 

○１１番（神崎隆代）　公明党の神崎隆代です。通告に従いまして一般質問をさせていただき

ます。 

　初めに、物価高騰対策について伺います。 

　近年の物価高騰は、市民生活のあらゆる場面に影響を及ぼしています。食料品や日用品の値

上がりは生活を圧迫し、買物のたびに値段が上がっている、生活が苦しくなったという声をお

聞きする機会が増えています。また、事業者においても原材料費や燃料費、輸送費などの上昇

により経営環境は厳しさを増しており、農業、建設業、製造業、運輸業をはじめ、多くの業種
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に影響が広がっています。さらに資材価格の高騰や供給不足は、民間事業だけでなく公共事業

や行政運営にも影響を及ぼすものと思いますし、今後の財政運営にも少なからず影響を与える

ことが懸念されます。物価高騰が長期化する中、市民生活を守り、地域経済を支え、持続可能

な財政運営を行っていくためには、現状を正確に把握し、必要な対策を講じていくことが重要

であると考えますので、順次質問をさせていただきます。 

　ナフサ価格高騰や資材供給不足への対応についてでございますが、14日にイランとアメリカ

が停戦合意を行ったというニュースがありました。12日の高知新聞には、１面にイラン海峡全

面封鎖、米連日攻撃に対抗という見出し、４面には米、イラン停戦危機的、応酬が激しさを増

しているなどの記事があって、数日後であり、にわかに信じがたいことでもありますが、ひと

まずほっとしました。しかしながら、不安定な状況であることは確かですので、まだまだ安心

はできません。 

　ナフサは、プラスチック製品や包装資材、農業用資材、建設資材など幅広い分野で使用され

ており、市内事業者にも大きな影響を及ぼしているものと考えます。ナフサ価格高騰や資材供

給不足が事業者に与えている影響をどのように認識しているのか、お聞きいたします。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　ナフサ価格高騰や資材供給不足が事業者に与えている影響につ

きましては、ナフサをはじめとする石油製品由来の原材料の価格上昇に加え、供給が不安定に

なっている原材料もあるとお聞きする中、各事業者の方々による当面の資材の確保や使用料の

調整、代替品の活用など、様々な工夫や努力によって、今のところ事業継続されているものと

考えております。以上でございます。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　私がお聞きした事業者の方は、資材の高騰や不足によって大変な苦労

をしておりました。工事途中に卸元からの資材が不足し、ネットでやっと探し当てたけれど、

それまでの何倍にも価格が膨れ上がっていたこと、それでも手に入らないので仕方なく買うし

かない状況であり、事業経営や生活へ大きな影響を及ぼしている様子でした。 

　このように市のほうへは各業種の事業者からどのような声が寄せられていますか。また、相

談対応をどのように行っているのか、お聞きいたします。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　事業者の方々からは、資材の確保や使用料の調整、代替品の活

用、出荷調整など、事業が停止することにならないように取り組まれているとお聞きしており
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ます。また、相談対応につきましては、国による特別相談窓口や県内金融機関等による特別相

談窓口、南国市商工会においても相談窓口が設置されておりまして、中小企業者に対する資金

繰りや経営に関する相談を受け付けられているところでございます。以上でございます。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　ナフサ関連の資材を扱う事業者は、本当に大変な御苦労をされていま

す。 

　県は、商工会または商工会議所の認定を受けることにより、貸付利率が２％引き下げられる

緊急支援融資を開始しています。市としては、今後さらなる価格上昇や供給不足が発生した場

合、どのような支援を考えていますか。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　市としましては、引き続き状況を注視し、市による支援が必要

な状況となれば、財源等を考慮しつつ、その状況に応じた支援策を検討し、実施したいと考え

ております。以上でございます。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　市による支援が必要な状況とは、どのような状況なのですか。どうし

ようもなくなってからでは遅いですので、事業や生活を立て直すことができる余力がある状況

のうちに対策を打つことが大事だと思います。そのときが来れば、速やかに対策が実施できる

ような施策の検討を今からしていくことが大事だと思いますが、いかがですか。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　市内中小企業者さんの状況等につきましては、南国市商工会と

情報を共有し、状況を把握しているところでございます。支援が必要な状況等の施策につきま

しては、商工会と情報を共有しながら、困窮し切らない状況の前に、やはり施策を打っていき

たいと考えております。以上でございます。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　よろしくお願いします。 

　物価高騰による市民生活への支援について伺います。 

　食料品や日用品、光熱費など生活に欠かせない物の値上がりが続いており、特に低所得世帯

や高齢者世帯、子育て世帯への影響は大きいと考えます。現在の市民生活への影響をどのよう

に把握しているのですか。 

○議長（西本良平）　福祉事務所長。 
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○福祉事務所長（天羽庸泰）　南国市独自の大規模な調査を実施することは難しい状況であり

ますが、消費者物価指数や家計調査といった政府統計を見ますと、食料品、光熱費を中心とし

た物価上昇が家計を圧迫していることが読み取れます。とりわけ家計の諸支出に占める食費の

割合を示す経済指標であるエンゲル係数の高い低所得世帯などへの影響が特に大きいと認識し

ております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　生きていくことに必要不可欠なものに直接影響が及び、やりくりをし

ても追いつかない状況になっているということはお分かりだと思います。今後本格的な暑さを

迎えますが、電気代を節約するためにエアコンの使用を控えれば大変なことになります。生活

困窮相談や福祉相談の状況に変化は見られるのですか。 

○議長（西本良平）　福祉事務所長。 

○福祉事務所長（天羽庸泰）　相談件数は、数字を見れば減少傾向にあるんですけども、その

内容は変化しておりまして、複数の課題が絡み合った複合的な相談とか、支援が長期化するケ

ースが増えており、一件一件への対応に要する時間とか労力が増えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　それでは、低所得世帯、高齢者世帯、子育て世帯に対して、現在行わ

れている支援策はどのようなものがありますか。 

○議長（西本良平）　福祉事務所長。 

○福祉事務所長（天羽庸泰）　現在実施しています主な支援策としましては、福祉事務所では

低所得者を含む生活困窮世帯に対する支援としまして、生活困窮者自立支援相談支援事業を社

会福祉法人南国市社会福祉協議会に委託しておりまして、家計改善支援や就労準備支援も組み

合わせながら、自立に向けた支援を行っています。 

　なお、国の臨時交付金を活用した給付事業につきましては、令和７年度に非課税世帯への給

付１世帯当たり３万円、子供１人当たり加算２万円を実施いたしましたが、令和８年度におき

ましては現時点で新たな給付事業の実施予定はありません。国の動向を注視してまいります。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　低所得世帯については御答弁はいただけました。高齢者世帯、子育て

世帯に対しても、やはり大変な状況を踏まえまして、御検討いただけたらと思います。今後も

物価高騰が続く場合、市民生活を守るためにどのような対策が必要と考えているのですか。 

○議長（西本良平）　福祉事務所長。 
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○福祉事務所長（天羽庸泰）　物価高騰は、エネルギー価格や国際情勢、為替動向に起因する

ものでありまして、基礎自治体が根本的な対策を講じることには限界があります。実効性のあ

る対策を国、県レベルで講じていただくことが重要であると認識しております。 

　本市としましては、本年度から本格実施しています重層的支援整備事業を活用して、社会福

祉協議会、地域包括支援センター、こども家庭センターなど、庁内外の関係機関が連携して複

合的な課題を解きほぐし、早期支援につなげる体制を整備することで、相談支援体制の強化に

取り組んでおります。 

　また、国が新たな給付事業や交付金措置を講じた際には、速やかに市としての対応を検討

し、必要な支援が住民の皆さんに届くように努めてまいります。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　やはりタイミングが大事ですので、速やかに支援が必要なときに届く

っていうところで、しっかりと取り組んでいただきたいと思います。 

　物価高騰が公共事業と財政運営に与える影響について、物価や資材価格の上昇は市民生活や

事業経営だけでなく、公共工事や公共施設の維持管理にも大きく影響してくるものと考えま

す。資材価格の高騰や供給不足によって、公共工事の遅延や契約変更、設計変更等は発生して

いるのですか。 

○議長（西本良平）　財政課長。 

○参事兼財政課長（溝渕浩芳）　令和７年度の財政課において契約を行った工事等の状況とな

りますが、資材価格の高騰や供給不足を原因とする工事の遅延はありませんでしたが、賃金等

の変動に基づいて請負代金を増額したものは１件ございました。本年度現時点におきまして

は、資材価格の高騰や供給不足を原因とした公共工事の遅延や契約変更、設計変更についての

相談は財政課のほうにはない状況でございます。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　受注事業者に対し、資材価格上昇分を適切に反映するための対応はど

のように行っているのですか。 

○議長（西本良平）　財政課長。 

○参事兼財政課長（溝渕浩芳）　入札により決定した工事受注者と交わす契約書には、賃金ま

たは物価の変動に基づく請負代金の変更を定めた条項がございます。また、国からも資材価格

の高騰等を踏まえ、受注者から協議の申出があった際には適切に協議に応じることなどが要請

されております。これからも資材価格の高騰等の理由で受注者から契約変更の協議の申出があ
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った場合には、担当課を交えて協議を行いまして、条項に合致すれば請負代金の増額をするな

ど、適正に対処してまいります。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　物価高騰による公共施設の維持管理費や事業費への影響をどのように

把握しているのですか。また、市の財政運営にどのような影響を及ぼすとお考えですか。 

○議長（西本良平）　財政課長。 

○参事兼財政課長（溝渕浩芳）　物価高騰による影響でございますが、令和６年度決算額や令

和７年度の契約額、見積り等を参考にいたしまして、令和８年度当初予算編成を行いました

が、維持管理や委託作業に係る費用は上昇傾向にございました。また、主要土木資材の価格を

前年度と比べますと、現在生コンクリートは約15％、アスファルトは約13％の上昇となってお

ります。 

　市の財政運営への影響でございますが、令和８年度地方財政計画において、地方公共団体の

コスト増に対応するための費用として5,850億円が増額計上されておりますが、中東情勢の変

化による影響は考慮されてないと思われますので、国の補正予算や普通交付税の追加交付など

の動向を注視していく必要があると考えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　今後の予算編成や市政運営において、市長はどのような点を重視して

いく考えなのか、お伺いいたします。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　今後の予算編成、また市政運営においてということでございますが、現

在物価の上昇等ある状況でございまして、そういった物価の上昇等のその上昇分ということは

予算の中へ的確に盛り込んで、市民生活に影響を与えないような、そういった予算編成はして

いかねばならないというように思います。 

　また、今後、来年とかそういったことになるわけでございますが、そういったときに今後の

地財計画の中で、国のほうでどのような、そちらの財源措置をしていただけるかということに

よりまして、今後の財政状況、市の予算編成というものをどのようにしていくのかということ

を考えていかないといけないというように思っております。 

　物価上昇分が的確に反映し、また住民生活に影響がないような予算編成っていうのは、再度

申しますとおり、考えていきたいというように思います。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 
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○１１番（神崎隆代）　市長はしっかり考えていくということで、市民生活を守ることを第一

に考えていってくれるということでよろしいですよね。食料品や光熱費をはじめ、様々なもの

の値上がりが続いておりますので、市民の皆さんの暮らしは厳しさを増しております。また、

事業者の経営や市の財政にも影響が広がっております。それらぜひ市民を守ることを第一に考

え、具体的な施策につなげていただき、市民が安心して暮らせるような取組を進めていただき

たいと思います。 

　次の質問に移ります。 

　芸術文化に触れる機会の充実ということで、先月、後免野田小学校で民音学校コンサートが

行われました。カズンというポップスデュオが来校し、歌で世界を旅しようというテーマの

下、子供たちと一体となって歌ったり作曲をしたり、また誕生日を迎えた児童に対して、みん

なが歌でお祝いをするなどの様子を後ろから観賞させていただいたのですが、児童は本当に大

変に楽しそうで、私もそんな子供を見るとすごくうれしい気持ちでいっぱいになりました。こ

の催しに対して、学校や子供たちの感想などをお聞きになっていると思いますので、お聞かせ

ください。 

○議長（西本良平）　学校教育課長。 

○学校教育課長（池本滋郎）　こちらの歌ですけれども、カズンさんのほうから、毎回一緒に

歌ってるので一緒に歌いたいという申出があったというふうに聞いております。音源をいただ

きまして、各学年に呼びかけたところ、一緒に歌えるようにということで子供たちも練習をし

たと聞いております。子供たちも割と気に入って歌ってくれていたように聞いております。 

　子供たちの感想としましては、テンポがよくて聞きやすかったし、知っている曲が多くあ

り、歌いやすかったや、「ＷＡＶＥ」という曲を聞いて、心が弱ることがあっても強く進んで

いこうと思った、音楽で心を動かされた、音楽のすごさを改めて感じた、ピアノの音色がとて

もきれいだった、自分もピアノを習っているので、いい音色が出せるように練習を頑張ります

といった、非常に前向きで感謝の感想がたくさんございました。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　学校でコンサートを行うことはあまりないことだと思います。個人個

人では親と一緒にコンサートに行くことはあると思いますが、今回のように多くの友人と一緒

に歌ったり、手拍子をしたりしながら、会場全体が一体となる雰囲気を味わうことは、よい経

験だったのではないかと思います。子供たちが音楽を楽しむ姿がとても印象的で、音楽の持つ

力や感動を改めて感じることができました。学校で本格的な芸術文化に触れる機会は、子供た
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ちの豊かな感性や創造力を育む上で大変貴重なものだと思います。 

　そこで、子供たちが芸術に触れる教育的意義と取組についてお考えをお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（西本良平）　学校教育課長。 

○学校教育課長（池本滋郎）　子供たちが学校で友人たちと一緒に芸術作品に触れるというこ

とは、人間形成においても重要な教育的意義があると考えております。例えば、感性や情操な

どの非認知能力の育成や、感覚を刺激することにより脳の発達と認知能力の向上、子供の頃に

本当の芸術に触れることで将来の生涯学習のきっかけとなるなど、多くの益があると考えてお

ります。今回のようなコンサートなど、児童生徒の感性に触れるような機会があれば、できる

だけ教育委員会としても取り組んでいきたいと考えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　ぜひとも今後もこのような機会をつくっていっていただきたいと思い

ます。 

　教育長には、今回の開催に対しまして御尽力をいただきありがとうございます。受け入れる

ということは、準備など本当に大変だということも感じております。ですが、やはり教育長の

子供たちへの思いというものが、日頃から熱いものがあっての、このすんなりと受入れをいた

だいたということだと思っております。本当に感謝をしております。 

　そこで、芸術及び文化に対する教育長の思いをお聞かせ願います。 

○議長（西本良平）　教育長。 

○教育長（竹内信人）　まず、子供たちに対しまして、授業以外のこういった機会、場、チャ

ンスを与えていただきましたことに感謝を申し上げたいと思います。 

　芸術文化への思いということですが、市の教育指針として挙げております六育の中でも、私

は才育というのを大事にしていかねばならないんじゃないかというふうに考えております。こ

の才育とは、単に特別な才能を伸ばすということではなくて、芸術や文化、そういった多様な

体験を通じて、子供たち一人一人が持つ感性や表現力、創造性を育んでいくことを意味をして

おります。 

　近年は、社会全体が効率性やデジタル化を重視する傾向にありますが、そのような時代だか

らこそ、音楽や美術、演劇、伝統文化などに触れ、心を動かし、自分なりに表現する経験が、

子供たちの豊かな人間性を育てる上で極めて重要であると考えております。 

　また、芸術文化は世代を超えた交流や地域への愛着の醸成にもつながるものであり、文化活
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動の充実は、教育の観点だけでなく、地域活性化の観点からも大きな意義があるというふうに

認識をしております。教育委員会といたしましても、今後も才育の理念を大切にしながら、子

供たちが感性を磨き、自ら表現する喜びを実感できる環境づくりに取り組んでまいりたいと考

えております。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　ありがとうございました。 

　教育長がおっしゃる才育の理念は、これからの教育にとても重要なことだと感じています。

民音学校コンサートの折には、子供たちが目を輝かせながら音楽を楽しみ、自分を表現してい

る姿が見られました。こうした体験の積み重ねが、一人一人の持った才能や可能性を伸ばして

いくのだと感じました。こうした学びの場が今後も継続されることを期待しております。あり

がとうございました。 

　次の質問に移ります。 

　旧日本陸軍のざんごう跡が岡豊山の北側斜面中腹で発見されたという記事が、４月26日の高

知新聞に掲載されていました。南国市観光案内人の会の会長が岡豊地区の見どころを掘り起こ

す中での発見だったということでした。村上会長によると、「岡豊風日」という歴民館が出し

ている冊子の平成30年の記念号に高射砲台の台座があったと書いていたので、岡豊山には戦争

遺跡が残っているであろうことは分かっていたということでした。水がたまっていると確認が

できないので、給水制限が発令されるほど乾いていたときがありましたが、そのときに赤色立

体地図をもって岡豊山を歩いたということです。発見は昨年12月ということで、その後、出原

恵三氏にも確認をしてもらったということでした。 

　戦争遺構は、地域の歴史を物語る貴重な文化資源であると同時に、戦争の記憶を後世に伝え

る平和学習の教材としても重要な価値を持っていると思います。今回のざんごう発見は、岡豊

山が戦国時代だけではなく、近代の戦争遺構をも有する重層的な歴史空間であることを示しま

した。この意義をどのように考えておられるのか、お聞きします。 

○議長（西本良平）　生涯学習課長。 

○生涯学習課長（前田康喜）　岡豊山につきましては、これまで戦国時代の山城跡として、そ

の歴史的価値が認識されてまいりました。しかしながら、近年の調査により戦争遺構も確認さ

れ、岡豊山が一つの時代に限定されるものでなく、複数の時代の歴史を重層的に伝える歴史空

間であることが明らかになっております。このことは地域の歴史をより多面的に理解する上で

重要な意義を有しており、戦国期の歴史と近代戦争の歴史を併せて学ぶことができる貴重な場
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として、岡豊山の新たな価値を示すものであると認識しております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　このざんごうは民有地で発見されましたが、今後どのような調査を進

める予定なのか、また土地所有者との協議を含め、保存についてどのような考えを持っている

のか、お伺いいたします。 

○議長（西本良平）　生涯学習課長。 

○生涯学習課長（前田康喜）　今回のざんごうにつきましては、市内の史跡や戦争遺跡などを

ガイドしている市観光案内人の会が岡豊地区の見どころを掘り起こす中で発見をしておりま

す。今後につきましては、戦争遺構の歴史的価値の検証を進めるとともに、土地所有者との協

議も行いながら、保存の可能性について検討をしたいと考えております。そして、文化財的価

値や土地利用との調和などを総合的に勘案し、関係機関とも連携しながら適切な対応を図って

まいりたいと考えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　民地ということで、土地所有者の意向が大きく影響するとは思います

が、丁寧に進めていただきたいと思います。 

　昨年は、戦後80年を迎えました。戦争体験者の高齢化が進み、全国的にも直接体験を聞く機

会が減少している中で、このような戦争遺構は平和の大切さを学ぶ貴重な教材となります。小

中学校の平和教育や郷土学習の中で、このざんごうを活用していく考えはあるのか、お伺いい

たします。 

○議長（西本良平）　生涯学習課長。 

○生涯学習課長（前田康喜）　戦争遺構は、平和の大切さを地域の歴史と結びつけて学ぶこと

ができる貴重な教材であると認識しております。学校教育におきましては、社会科や総合的な

学習の時間等を通じて、平和学習や郷土学習に取り組んでおります。このざんごうにつきまし

ても、今後実態や歴史的背景に関する調査を踏まえながら、地域の歴史教材としての活用の可

能性を検討してまいりたいと考えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　今後どのような活用ができるのか、村上会長や、また市民の中からも

意見をお聞きしながら、一緒に検討していくことをお願いをしておきたいと思います。 

　次に、ＮＨＫ連続テレビ小説「あんぱん」の放映後も南国市を訪れる観光客は続いていると

伺っております。また、大河ドラマの「ジョン万」の放映も決定し、高知県内への観光需要も
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高まることが期待されています。遠くの方は空路で高知に来られると思います。岡豊山には国

指定史跡である岡豊城跡をはじめ、長宗我部元親ゆかりの歴史資源、今回発見された戦争遺

構、そして周辺には紀貫之ゆかりの史跡、先日55周年を迎えた西島園芸団地など、見どころが

たくさんあります。これらの歴史文化資源を活用した観光振興と交流人口の拡大を図る上で、

具体的に取り組むべき施策はお考えですか。 

○議長（西本良平）　商工観光課長。 

○商工観光課長（山﨑伸二）　議員から御紹介がありましたとおり、本市には連続テレビ小説

「あんぱん」の舞台となった後免町をはじめ、国指定史跡である岡豊城跡や比江廃寺塔跡、前

浜掩体群等の戦争遺産などの歴史資源、観光農園である西島園芸団地、海洋堂の関連施設であ

る海洋堂SpaceFactoryなんこくなど、様々な観光資源があるところでございます。 

　大河ドラマ「ジョン万」の放映も決定し、引き続き高知県が注目されることから、連続テレ

ビ小説「らんまん」や「あんぱん」のレガシーを最大限に活用する高知県の観光キャンペーン

と連携を図りながら、本市としてはやなせたかしが育った町として、ハガキでごめんなさいな

ど、後免の地名を生かした取組や、「やなせ先生ゆかりの地、南国市を巡るクイズｄｅスタン

プラリー」企画、連続テレビ小説の小道具を活用した「あんぱんのナカミ展！」など、引き続

きドラマファン、やなせ先生のファンに対し訴求力の高い企画を実施してまいりたいと考えて

おります。 

　また、現在放映中の大河ドラマ「豊臣兄弟！」において、今後長宗我部元親が登場します。

県立歴史民俗資料館でも長宗我部元親関連の企画が進められておりますし、秋には長宗我部フ

ェスの開催が予定されております。本市としても豊富な歴史文化資源が残る歴史の町として、

これらの取組と連携して進めてまいりたいと考えております。 

　また、今年３月に展示リニューアル等を行った海洋堂SpaceFactoryなんこくにおいては、海

洋堂関連施設らしい企画も準備されているところでございます。また、観光大使の名を冠した

ドローンフェスタ三山ひろしＣＵＰが11月１日開催予定でございます。新旧の技術が光る物づ

くりのまちとしての取組も進めてまいりたいと考えております。 

　県外、海外からの観光客を迎える高知龍馬空港からは、現在空港乗合タクシーによって、本

市の中心市街地にある後免町商店街や海洋堂SpaceFactoryなんこくへのルートも設けておりま

す。この空港乗合タクシーの情報を伝えるポスターは、多言語化したものを掲出しておりま

す。これらの取組や観光情報を、物部川ＤＭＯ協議会には国内外の旅行会社等へ旅行プランと

して引き続き積極的に売り込んでいただきたいと考えております。これらの様々な取組によっ
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て、国内観光客とともにクルーズ船等を含めた外国人観光客の誘客をも図り、交流人口の拡

大、観光振興に努めてまいりたいと考えております。以上でございます。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　山﨑課長は、休みに行われるイベントにほとんど全て駆けつけて、い

ろんな意見を聞きながら取組を進めていただけています。そのことに対して、すごく敬服して

おります。今後も南国市の発展のために、また御尽力をいただくことをよろしくお願いいたし

ます。 

　市長の目指す歴史文化資源を生かしたまちづくりの将来像をお聞かせください。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　本市には、神崎議員が御紹介いただいたとおり、古代から現代までの

様々な歴史文化資源が存在しておるところであります。これらを適切に保存し、高知県の玄関

口である本市の地理的優位を生かしつつ、観光資源として活用していくことは、地域の活性化

を進める上で効果的な取組になるものと考えております。 

　また、これらの歴史文化資源につきましては、市民が地域に誇りと愛着を持つ基盤となるも

のであります。各地各地でそれぞれの歴史文化遺産につきまして、資源につきまして、それぞ

れの取組イベント等も行われておるところでございます。 

　学校教育におけますそれらの資源を活用した事業、またそういう企画、イベントなど、実施

されておるところでもございますし、また観光ガイドによる地域住民が主体となった活動など

も実施されておるところでもございまして、そういった活動によりまして市民の皆様が、それ

による生きがいやそちらの活動をすることによります、そちらの毎日の充実感などを得ていく

ようにすることによりまして、次世代に継承し、『「みどり」輝き　「まち」も輝く　笑顔あ

ふれる　南国市』という本市の総合計画に掲げました将来像に向け、取り組んでまいりたいと

いうように思います。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　今後も楽しいイベントに取り組んでいただきまして、市長がおっしゃ

る人が輝く、地域が輝く、まちが輝く南国市を目指していっていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

　最後に、ＲＳウイルス感染症の現状認識と定期接種化の意義について質問をさせていただき

ます。 

　本市における近年の小児のＲＳウイルス感染症の発生状況及び乳幼児の重症化や入院に至る
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ケースの現状をお聞きいたします。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　ＲＳウイルス発生状況につきまして、高知県感染症予

防発生動向調査によりまして週報が公開されております。中央東保健所管内の５月25日から

31日の発生状況は２件、６月１日から６月７日の発生状況はゼロ件、県内としては横ばい状況

で、注意報及び警報は出ていないという状況になっております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　課長からは高知県感染症発生動向調査から直近の発生状況をお知らせ

していただきました。 

　今の状況は横ばい状態で、注意報、警報は出ていないということでした。 

　お聞きしているのは、南国市のここ数年での発生状況と乳幼児の重症化や入院に至るケース

についてということですが、お答えいただけますか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　大変申し訳ありません、私のほうで南国市内の近年の

数値を持ち合わせてございません。 

　１つ参考になるのが厚生労働省のほうで出しております、これは国の動向ということになっ

てしまいますが、2010年代です。2010年から2019年のあたりで、年間12万人から18万人の２歳

未満の乳幼児がＲＳウイルスに感染したというふうに診断されております。入院につきまして

は３万人から５万人、約20％強のお子さんが入院したということはありますが、すいません、

南国市の分については把握しておりません。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　ありがとうございます。 

　やはりＲＳウイルスにかかって重症化で入院しているお子さんが３万人から５万人というこ

とで、本当にワクチン接種っていうことを進めていって、その重症化に至らないようなことに

なれば本当によいと思います。数年に及ぶ実態把握ということは、流行の傾向などを知ること

にもなり、その時々の最善の対策をする上でも大切だと思います。今後医療機関との連携によ

り実態把握を行っていただきたいと思いますが、その点はいかがですか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　発生の状況につきましては、動向を確認していくこと

は重要なことだと考えております。今後医療機関、もしくは中央東福祉保健所等々と関係機関
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と連携を図ってまいりたいと思います。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　ＲＳウイルスは２歳までにほぼ100％が感染し、生後６か月未満の乳

児の入院リスクは極めて高いとされています。2026年、今年の４月１日より母子免疫ワクチン

がＡ類疾病として定期接種化された意義について、本市としての御見解をお聞きいたします。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　自己負担なく接種できることになったことは、ＲＳウ

イルスによる呼吸器症状の悪化を防ぐことができる、そして乳児の重症化予防が期待できると

いうふうに考えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　このたびの定期接種化の意義について、南国市の見解をお答えいただ

きました。私はこの母子免疫ワクチンが定期接種化されたことは、母子福祉的にも、医学的に

も大きな意義があると思います。ＲＳウイルス感染症は、多くの子供が一度は感染する身近な

感染症ですが、生後間もない乳児が感染した場合には重症化し、入院や集中治療が必要となる

ケースもあります。母親や家族にとっては、我が子の小さな体に呼吸器をつけて治療を受ける

姿を見ることは大変つらく、精神的ストレスは計り知れません。 

　今回の母子免疫ワクチンの定期接種化は、単に一つの予防接種が増えたということではあり

ません。生まれてくる子供の命と健康を守るための大きな前進であり、重症化や入院を減ら

し、医療機関の負担軽減や感染拡大の抑制にもつながる重要な施策です。 

　また、これまでの任意接種であれば、１回当たり３万円から４万円の費用が全額自己負担で

あったため、接種費用が家計の負担となり、受けたくても受けられない方がおられたかもしれ

ません。しかし、定期接種化により、所得の高低にかかわらず、希望する全てのお母さんが生

まれてくる子供を守るための予防策を選択できるようになりました。これは子供の健康を社会

全体で支えるという観点からも、大きな意義があると考えます。 

　担当課におかれましては、この制度の持つ意義をしっかりと受け止めていただき、対象とな

る方への丁寧な周知や相談体制の充実など、安心して出産、子育てができる環境づくりに引き

続き取り組んでいただくことをお願いをしたいと思います。 

　そのような観点で質問を続けさせていただきます。 

　確実かつ安全な接種体制の整備について伺います。 

　本ワクチンの定期接種対象者は、妊娠28週ゼロ日から妊娠36週６日までとされているので、
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適切な週数管理の下、接種が行われる必要があります。医療機関等との情報共有や連携等の必

要性や現状についてお聞きをいたします。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　定期予防接種につきましては、県内では集合契約のた

め、各市町村が所在地内にある委託医療機関に説明資料などを事前に配布しております。 

　南国市内の委託医療機関につきましては、高知大学医学部附属病院と市内の小児科との計２

か所でございます。説明資料は送付済みでございます。医療機関からは質問事項など問合せが

ありまして、担当者が対応いたしまして、情報共有とそれから連携についても行われておるも

のと考えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　医療機関との連携は説明資料を送付していることと、質問があれば対

応しているという現状をお答えいただきました。接種状況や課題などの情報共有の必要性につ

いてはどうなんでしょうか。今後協議の場を設ける中で、そのようなことも様々情報共有しな

がら、話合いを持ちながら対応していくということについて、どのように考えておりますか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　もちろん進捗状況とそれから情報共有等は重要なこと

だと思っておりますので、そのように漏れなく共有していきたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　副反応として他のワクチンと同様の局所症状のほか、一部の報告で妊

娠高血圧症候群になる僅かなリスク上昇が指摘されていますが、周知の必要性についてお伺い

いたします。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　周知の重要性というのは考えております。重要である

と考えております。 

　厚生労働省が作成いたしましたＲＳウイルス感染症に対する母子免疫ワクチンの定期接種に

ついての説明書、それから市のほうで同じように作成しております説明書でも、この副反応に

ついて具体的に発現割合等も記載をしております。それらの説明書を予診票に同封いたしまし

て、妊婦さんに情報提供をしております。同様に委託医療機関にも周知をしておるところで

す。 
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○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　妊婦の中には、接種に関して不安を抱える方もいると思われます。市

としては説明書の配布だけで十分な周知をしていると考えているというわけではないと思いま

す。妊婦の方が副反応への不安を感じた場合、保健師等へ気軽に相談できる体制は整っている

のですか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　御指摘のとおり、妊婦さんのほうからもこの４月以

降、保健福祉センターのほうに相談が寄せられております。担当者のほうから丁寧な説明をし

ております。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　対象者への周知・勧奨と相談体制について伺います。 

　本ワクチンは、妊婦自身に接種の努力義務が課されています。市区町村と医療機関は連携し

て、対象者へ公費負担で安全にワクチンを接種、勧奨する義務が課されていると言われていま

すが、その内容や方針を教えていただけますか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　国は生後６か月未満の乳児の重症化予防を目的といた

しまして、2026年度からＲＳウイルス母子免疫ワクチンを予防接種法のＡ類定期接種に位置づ

けております。これによりまして、対象となる妊婦さんは接種の努力義務が課されております

が、それを後押しするというところが大事だと思っております。費用は公費負担となっており

ますが、各自治体、南国市といたしましても、接種の勧奨というのを丁寧にしていくところで

あります。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　努力義務の内容と市の方針についてはどうなんでしょうか。努力義務

とは、具体的に妊婦にどのような行動を求めるものと認識しているのか、また市はその努力義

務を踏まえ、どのような考え方で接種を行うのか、お考えをお聞きいたします。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　一人でも多くの妊婦さんにワクチンを打っていただく

ということで、そのあたりをきちんと関係機関と情報共有しながら、我々で進めていくという

ふうに考えております。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 
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○１１番（神崎隆代）　重症化を防ぐという意味では、できるだけ接種をしていただくという

ことは大事なことだと思いますので、またよろしくお願いいたします。 

　対象者への周知、勧奨については、個別通知やリーフレット配布などが考えられますが、ど

のような周知を行っているのでしょうか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　周知につきましては、こども家庭センターと連携いた

しまして、妊娠８か月の方にアンケートを送るタイミングで、予診票、それから説明書、先ほ

ど申し上げた２種類の説明書です。１式を個別発送しております。それと、市の広報、ホーム

ページにも掲載をしております。説明書の中でも、かかりつけの産科での相談というのも勧め

ておりまして、それから先ほど言いましたように、お問合せ、直接電話等でされたときもそう

なんですが、産科での相談というのを勧めております。４月に接種した方は、ほとんどがかか

りつけの産科で接種をされておる状況です。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　４月に接種された方は、ほとんどがかかりつけの産科で接種されたと

いうことですが、どれくらいの方が接種されたのか、分かっていればお答えしていただきたい

です。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　今、数字を持ち合わせておりませんので、また後ほど

確認をして、お伝えしたいと思います。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　始まったばかりですので、やはりその動向にはしっかり情報を得てお

くということをまたお願いしたいと思います。 

　定期接種化の意義は大きいと思うので、未接種者へのフォローや妊婦健診の機会に接種勧奨

を強化するなど、さらなる周知、取組をお願いしたいと思います。万一の健康被害救済制度に

ついては、妊婦やその家族が正しく理解し、安心して選択できるよう、保健師等による相談窓

口の体制整備はどのようになっておりますか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　相談窓口の体制整備につきましては、センターのほ

う、保健師が常駐しておりますので、先ほど申し上げましたように、電話による対応等、十分

行えていると思っております。 
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　健康被害の救済制度についてなんですけれども、先ほど答弁いたしました説明書のほうに、

厚生労働省のほうも、それから南国市のほうの説明書もそうなんですけども、どちらにも記載

をしております。分かりやすく記載をしております。また、市のホームページにも掲載をして

おります。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　健康被害救済制度は、説明書に記載をしており、ホームページでもお

知らせをしているということです。 

　ここでも妊婦やその家族が不安や疑問を感じた際に、やっぱし保健師さんに相談できるって

いうことが大事だと思います。健康被害救済制度に関する相談があった場合は、誰がどのよう

に対応するのかっていうところもしっかり体制を整えていただければと思います。よろしくお

願いいたします。 

　ここまで主に乳児の重症化予防を目的とした母子免疫ワクチンについてお聞きしましたが、

ＲＳウイルスは乳幼児だけでなく高齢者においても重症化のリスクが指摘されています。 

　そこで、最後に高齢者への周知について伺います。 

　ハイリスクの高齢者へのワクチンの周知についての方針はございますか。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　高齢者の場合、ＲＳウイルスワクチンについては任意

接種となっております。感染の拡大等の状況により高齢者への広報も必要となれば、速やかに

周知していきたいと考えております。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　速やかに周知をするということは大事ですが、どのような状態になれ

ば必要と判断するのか、その判断基準もしっかりと整理をしておくということも必要だと思い

ます。また、市として接種を推奨するかどうかは別として、重症化リスクの高い高齢者がワク

チンの存在や効果について知る機会を確保する必要があると考えます。市の見解をお聞きいた

します。 

○議長（西本良平）　保健福祉センター所長。 

○保健福祉センター所長（弘田明平）　議員がおっしゃるように、周知徹底というのは必要だ

と思います。高齢者の方につきましては、やはり御家庭の小さな子供さん、一緒に住んでる方

ですね、そこからうつるなどということも十分考えられます。 

　ＲＳウイルスにつきましては、季節性があり、以前は秋冬だったんですが、最近では夏にな
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ってきているというところも傾向があります。また、接触飛沫感染により伝播するということ

で、手洗い、うがいですね、そういったものが有効であるというのも出ておりますので、そう

いうところをしっかりと周知していきたいと思います。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　今回御答弁いただきまして、市として必要な事務手続を進められてい

ることは分かりました。 

　質問内容は、課長会で共有されてると思いますので、市長にお聞きをしたいと思います。 

　市長は、今回のＲＳウイルス母子免疫ワクチンの定期接種化をどの程度重要な施策と認識さ

れているのですか。 

○議長（西本良平）　市長。 

○市長（平山耕三）　このＲＳウイルスワクチンといいますか、ＲＳウイルスにはほぼ２歳ま

でに100％感染するということで、その中で一部の乳児が重症化するということが現実に起こ

っておるというようなことでございますので、それを防げるということであれば、非常に有効

な手段であるというように思います。ぜひともそういったことを広報しながら、多くの皆様に

そういった重症化にならないような、そういったワクチンの接種をお願いしたいというように

思いますし、必要な情報はしっかりと出していかないといけないというように思っておりま

す。以上です。 

○議長（西本良平）　神崎隆代議員。 

○１１番（神崎隆代）　ありがとうございます。 

　私は単なる予防接種事業ではなく、生まれてくる子供の命を守るための重要な子育て支援策

だと考えています。市長には、この制度によって南国市の子供たちを守るという観点から、今

後必要な取組、その指示をしていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

　以上で私からの質問を終わります。御答弁ありがとうございました。 

　　　　　　　　　　―――――――――――＊――――――――――― 

○議長（西本良平）　お諮りいたします。本日の会議はこの程度にとどめ、延会したいと思い

ます。これに御異議ありませんか。 

　　　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（西本良平）　御異議なしと認めます。よって、さよう決しました。 

　明17日の議事日程は、一般質問であります。開議時刻は午前10時、本日はこれにて延会いた

します。 
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　お疲れさまでした。 

　　　　　　午後４時２分　延会


